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利用者負担

社会保障審議会
介護保険部会（第61回） 資料１

平成28年８月19日



１．介護保険制度をめぐる状況

○ 介護保険制度は、その創設から16年が経ち、サービス利用者は制度創設時の３倍を超え、
500万人に達しており、介護サービスの提供事業所数も着実に増加し、介護が必要な高齢者の
生活の支えとして定着、発展してきている。

○ 一方、高齢化に伴い、介護費用の総額も制度創設時から約３倍の約10兆円（平成28年度予算
ベース）になるとともに、第１号保険料の全国平均は5,000円を超え、2025年度には8,000円を
超えることが見込まれる状況にある。

○ こうした状況の中で、要介護状態等の軽減・悪化の防止といった制度の理念を堅持し、必要
なサービスを提供していくと同時に、給付と負担のバランスを図りつつ、保険料、公費及び利
用者負担の適切な組み合わせにより、制度の持続可能性を高めていくことが重要な課題となっ
ている。

２．利用者負担割合・高額介護サービス費

（１）平成26年改正及び現状

（利用者負担割合）
○ 介護保険制度においては、制度創設以来、利用者負担割合を所得にかかわらず一律１割とし
ていたところであるが、平成26年の介護保険法改正において、保険料の上昇を可能な限り抑え
つつ、現役世代に過度な負担を求めず、高齢者世代内において負担の公平化を図っていくため、一
定以上所得のある方について負担割合を２割とした。（平成27年８月施行）

現状・課題
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利用者負担のあり方



○ ２割負担の対象者については、第1号被保険者全体の上位20％に該当するものとして、合計所
得金額160万円（年金収入のみの場合280万円）以上と設定されたところ。

○ なお、２割負担の導入に当たっては、介護保険部会において、高齢者世代内で相対的に所得
の高い方に更なる負担を求めるべきであるという点について、概ね意見の一致を見た一方で、
介護保険料で負担能力に応じた負担をしており、利用者負担は一律１割とすべきという意見や、
利用者負担の引上げによりサービスの利用控えが起きることを懸念する意見も一部にあった。

○ 制度施行後の実績をみると、直近のデータ（平成28年２月サービス分）では、２割負担に該
当するのは、在宅サービス利用者のうちの9.7％、特別養護老人ホーム入所者のうちの4.1％、
介護老人保健施設入所者のうちの6.2％となっている。また、サービス毎の受給者数をみると、
平成27年８月の施行前後において、対前年同月比の傾向に顕著な差は見られない。

○ また、実質負担率は、平成18年度は約7.7％だったが、高額医療合算介護サービス費の創設等によ
り、平成26年度は約7.2％に低下していたところ、制度改正後の直近の実質負担率は平均で約7.7％と
なっている。

（高額介護サービス費）
○ 介護保険制度においては、所得の段階に応じて利用者負担額に一定の上限を設け、これを超えた
場合には、超えた額が高額介護サービス費として利用者に償還されることとなっており、過大な負担と
ならない仕組みとしている。

現状・課題
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○ 高額介護サービス費の所得段階及び上限額は、制度創設時には、生活保護受給者等について
15,000円（個人）、住民税非課税世帯の者について24,600円（世帯）、これ以外の者について37,200円
（世帯）と設定していたところ。

○ 平成17年改正において、介護保険施設等における居住費・食費が保険給付の対象外となることによ
り、特に低所得者層の施設入所者等の負担が増加しないようにとの観点から、負担能力をよりきめ細
かく反映し、住民税非課税世帯であって、「公的年金等収入金額＋合計所得金額」が80万円以下であ
る場合に、上限額を15,000円（個人）に引き下げた。

○ 平成26年改正においては、要介護状態が長く続くことを踏まえ、上限額を基本的に据え置くこととさ
れたが、２割負担となる方のうち、特に所得が高い、高齢者医療制度における現役並み所得に相当す
る所得がある方については、現行の37,200 円（世帯）から医療保険の現役並み所得者の多数回該当
と同じ水準である44,400 円（世帯）とされたところ。
なお、現役並み所得者相当に限定するのではなく、２割負担となった一定以上所得者について37,200 
円を引き上げるべきとの意見も一部にあった。

○ 制度施行後の実績をみると、直近のデータ（平成28年３月支給決定分）では、新設された現
役並み所得の区分について52,479件、約7億円。また、改正前後の総数を比較すると、改正前
は1,335,229件、約135億円、改正後は1,667,550件、約182億円となっている。

現状・課題
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（２）経済財政運営と改革の基本方針2015 における記載等

○ 介護保険の利用者負担については、経済財政運営と改革の基本方針2015 等において、以下のとお
り記載されているところ。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2015 （平成27年６月30日閣議決定）（抄）

○ 経済・財政再生アクション・プログラム（平成27年12月24日経済財政諮問会議）（抄）

現状・課題
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社会保障制度の持続可能性を中長期的に高めるとともに、世代間・世代内での負担の公平を図り、
負担能力に応じた負担を求める観点から、医療保険における高額療養費制度や後期高齢者の窓口
負担の在り方について検討するとともに、介護保険における高額介護サービス費制度や利用者負担
の在り方等について、制度改正の施行状況も踏まえつつ、検討を行う。

○ 医療保険における高額療養費制度及び介護保険における高額介護サービス費制度の見直しに
ついて、関係審議会等において具体的内容を検討し、2016年末までに結論を得て、その結果に基
づいて速やかに必要な措置を講ずる。

○ 介護保険における利用者負担の在り方について、関係審議会等において検討し、2016年末まで
に結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る2017年通常
国会への法案提出を含む）。



○ 経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日経済財政諮問会議）（抄）

○ 経済財政運営と改革の基本方針2016（平成28年６月２日閣議決定）（抄）

現状・課題
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＜(ⅳ)介護保険における利用者負担の在り方 等＞

介護保険における利用者負担の在り方について、制度改正の
施行状況や医療保険制度との均衡の観点も踏まえつつ、関係
審議会等において検討し、2016年末までに結論

関係審議会等における
検討の結果に基づいて
必要な措置を講ずる（法
改正を要するものに係
る2017年通常国会への
法案提出を含む）

＜㉔世代間・世代内での負担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点からの検討＞

高額介護サービス費制度の見直しについて、制度改正の施
行状況や高額療養費との均衡の観点も踏まえつつ、関係審
議会等において具体的内容を検討し、 2016年末までに結論

＜(ⅲ)高額介護サービス費制度の在り方＞

関係審議会等
における検討
の結果に基づ
いて速やかに
必要な措置を
講ずる

社会保障分野においては、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、これを次世代に引き渡すこ
とを目指し、「経済・財政再生計画」に掲げられた医療・介護提供体制の適正化、インセンティブ改革、
公的サービスの産業化、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、薬価・調剤等の診療報酬及
び医薬品等に係る改革、年金、生活保護等に係る44の改革項目について、改革工程表に沿って着
実に改革を実行していく。



○ また、医療保険制度における患者負担についてはこれまで累次の改正が行われており、70歳以上
の方については、平成14年10月から現役並み所得者の負担割合を２割に引き上げ、平成18年10月か
らこれを３割としている。さらに、70～74歳の方について、平成26年４月２日以降に70歳の誕生日を迎
える方の患者負担を２割としたところ。

○ 介護保険制度の高額介護サービス費の限度額は、制度創設時の医療保険の高額療養費制度を踏
まえて設定されている。医療保険制度における高額療養費についてはこれまで累次の改正が行われ
ており、70歳以上の方については、平成18年10月からは、一般区分（住民税世帯非課税以外の方）の
上限額及び現役並み所得区分の多数回該当の上限額が、44,400円とされているところ。

３．補足給付

（１）平成17年改正、26年改正及び現状

○ 制度発足時の介護保険においては、介護保険三施設（特養、介護老人保健施設、介護療養型医療
施設）及びショートステイに限り、居住費・食費が給付に含まれていた。平成17年改正により、在宅の
方との公平性等の観点から、これらのサービスの居住費・食費を給付の対象外としたが、低所得者が
多く入所している実態を考慮して、住民税非課税世帯である入所者については、世帯の課税状況や
本人の年金収入及び所得を勘案して、特定入所者介護サービス費（いわゆる補足給付）として、介護
保険三施設及びショートステイに限り居住費・食費の補助を行っている。

現状・課題
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○ 平成26年改正においては、こうした経過的かつ低所得者対策としての性格をもつ補足給付について、
在宅で暮らす方や保険料を負担する方との公平性の確保の観点から、以下の見直しを行ったところ。
① 一定額超の預貯金等（単身1000万円超、夫婦世帯2000万円超）がある場合には、対象外。（平成
27年８月施行）
② 施設入所に際して世帯分離が行われることが多いが、配偶者の所得は、世帯分離後も勘案する
こととし、配偶者が課税されている場合は、補足給付の対象外。（平成27年８月施行）
③ 補足給付の支給段階の判定に当たり、非課税年金（遺族年金・障害年金）も勘案。（平成28年８
月施行）

○ なお、預貯金等の勘案については、預貯金額等の資産状況を自治体で完全に把握する仕組みがな
いことから、本人からの申告（虚偽の場合のペナルティを創設）や金融機関への照会により、判定して
いるところである。
さらに、非課税年金の勘案に伴い、平成28年８月から、各市町村は日本年金機構等の年金保険者か
ら、被保険者の非課税年金に係る情報の提供を受けとる仕組みを構築することとしている。なお、住所
地特例の場合等、年金保険者から情報が送付される市町村と保険者である市町村が一致しないケー
スがあるため、本人からの申告と併用して対応することとしている。

○ 制度施行後の実績をみると、補足給付の平成27年８月以降の認定件数は、前年に比べて減少
しており、所得段階が高くなるにつれて、制度見直しの影響が大きく出ている。直近のデータ
（平成28年４月末現在）により対前年同月比をみると、第１段階（生活保護受給者等）で－
３％、第２段階（住民税非課税世帯かつ課税年金収入額＋合計所得金額が80万円以下の方）で
－19％、第３段階（第２段階以外の住民税非課税世帯の方）で－21％となっている。

（注）補足給付の額については、平成27年８月に施行された特養の多床室に係る居住費の見直しの影響による増加があると考えられる。

現状・課題
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（２）不動産の勘案

○ 平成25年の介護保険部会では、資産のうち換金が容易ではない不動産について、一定額以上の宅
地を保有している場合、在宅での生活を前提としているショートステイを除き補足給付の対象外とし、
宅地を担保とした貸付を実施することができないか、検討を行ったものの、こうした事業を実施するた
めには、貸付の対象者や資産の評価の在り方、受給者が死亡した後の債権の回収方法など、事業を
実施する上での課題を更に整理するとともに、市町村が不動産担保貸付の業務を委託することがで
きる外部の受託機関を確保することが必要であり、引き続き検討を続けていくことが必要とされた。

○ 「不動産を活用した補足給付の見直し等に関する調査研究（株式会社野村総合研究所。平成26年
度厚生労働省補助事業）「高齢者の所有する不動産の流動化に関する調査研究（株式会社野村総合
研究所。平成27年度厚生労働省補助事業）においては、利用者の不動産を担保として貸付事業を実
施し、死後に回収する方法について、以下のような指摘があった。
・ 補足給付の受給者について、不動産活用の対象となる者の年間の人数を推計すると、全国で約
2600～7800人程度、首都圏・関西圏・中京圏でこのうちの約３割を占めると推計。また、最も多い東
京都でも年間180～540人となり、必ずしも金融機関にとって魅力的とは言いがたい市場規模。
・ 民間金融機関を活用したスキームを検討する場合にはマーケットボリュームや収益性を確
保するため、対象者を広げて考える必要がある。また、最低でも500万円以上の貸付額でな
ければ担保融資としての費用対効果が見込めない。
・ 補足給付の対象者は低所得者層に限られるため、民間金融機関が資金を貸し付けたい層
（資金需要があり、返済能力もある層）との間にギャップがある。

現状・課題
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・ 東京都内の不動産の取引価格分布をみると、約56％の取引が総額3,000万円以上、約76％の
取引が総額2,000万円以上となっている。一方で、地方都市では価格分布が大きく異なり、例
えば秋田県では総額3,000万円以上の取引が約８％、総額2,000万円以上の取引が約20％となっ
ており、地域差が大きい。
・ 地域別にみると、特別区・政令市ではリバースモーゲージを供給する金融機関が無い市・
区はないが、都道府県では11の県でリバースモーゲージを供給する金融機関が無い状況。ま
た、政令市・中核市でも、利用できないエリアや物件の資産価値等によって利用できない
ケースがある。
・ 既存のリバースモーゲージでは、契約可能年齢に上限が設けられているケースがある。相
続人とのトラブルを避けるためにも、認知症の方を含む高齢者との契約支援の仕組み等が必
要。
・ 実務上、自治体職員による不動産担保貸付等の説明・意思確認、金融機関職員による本人
及び相続人に対するカウンセリング、金融機関による不動産評価、利用者の金融機関への来
店及び契約、融資先等への定期的な安否確認や担保評価、利用者の死後における相続人との
交渉・競売手続等が必要。

現状・課題

9

利用者負担のあり方



○ 高齢化の進展に伴い、40～64歳の第２号被保険者及び65歳以上の第１号被保険者の保険料水準
の上昇が見込まれる中で、世代間・世代内の公平性を確保しつつ、今後の介護保険制度の持続可能
性を高める観点から、サービスを利用する方の負担のあり方についてどのように考えるか。

（利用者負担割合）

○ 利用者負担割合については、平成27年８月から一定以上所得者については２割負担を導入したとこ
ろである。制度の施行状況や、医療保険における患者負担割合を踏まえ、こうした利用者負担割合の
あり方についてどのように考えるか。

（高額介護サービス費）

○ 高額介護サービス費については、平成26年改正では基本的に据え置きとしつつ、２割負担の導入に
伴い、特に所得の高い層のみ、上限の引上げを行ったところである。制度の施行状況や、医療保険に
おける自己負担額の上限額を踏まえ、高額介護サービス費のあり方についてどのように考えるか。

（補足給付）

○ 経過的かつ低所得者対策としての性格をもつ補足給付に対して見直す点はあるか。

○ 特に平成25年の介護保険部会意見において引き続き検討することが必要とされた、不動産の勘案
については、資産を預貯金の形でもつ方との公平性の観点や、地域的な格差、民間金融機関の参入
の困難性、認知症の方への対応等様々な実務上の課題等を踏まえ、どのように考えるか。

論点
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費用負担（総報酬割・調整交付金等）

社会保障審議会
介護保険部会（第61回） 資料２

平成28年８月19日



１．介護保険制度における費用負担

○ 介護保険制度は、制度創設時において、介護サービスの財源を安定的に確保していくために
は、給付と負担の関係が明確で、負担について国民の理解を得やすい社会保険方式とすること
とし、介護サービスの地域性や地方分権の流れ等も踏まえ、国民に最も身近な行政単位である
市町村を介護保険制度の保険者として位置づけた。

○ 同時に、市町村を重層的に支える仕組みとして、40歳以上64歳以下の方から徴収する保険料
（医療保険者による介護納付金）に加え、半分を公費で賄うこととし、国、都道府県、市町村
の比率を２：１：１とした。

○ 高齢化の進展に伴い、介護費用の総額も制度創設時から約３倍の約10兆円に増大しており、
制度の持続可能性の確保が重要な課題となっている。なお、こうした状況も踏まえ、利用者負
担について、平成26年改正により一定以上の所得を有する者の負担割合の引上げや補足給付の
対象の見直し等を行ってきたところ。

現状・課題

費用負担のあり方
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１．介護納付金の仕組み及び現状

○ 介護保険制度においては、40歳以上になれば、介護ニーズの発生の可能性が高くなるととも
に、自らの親も介護を要する状態になる可能性が高くなることから介護保険制度により負担が
軽減される等一定の受益があるため、社会的扶養や世代間連帯の考え方に立って、40歳以上64
歳以下の方について、第２号被保険者として保険料を負担する仕組みとなっている。

○ 第２号被保険者の保険料は、介護納付金として医療保険者に賦課しており、各医療保険者が
みずからの保険に加入している第２号被保険者の負担すべき費用を一括納付している。このた
め、各医療保険者は被保険者から介護保険料を医療保険料と併せて徴収している。これは、介
護保険創設時に、確実かつ効率的な徴収を確保することに加え、介護保険制度の創設により、
従来老人保健制度の給付対象であったものが介護保険制度に移行することにより老健拠出金と
して負担していた分が減少することや、介護保険制度においてリハビリや介護予防に力を入れ
ることにより医療保険制度における負担の軽減も期待できることを踏まえたもの。

○ また、財源構成における第１号保険料と第２号保険料の負担割合については、40歳から64歳
以下の者は、65歳以上に比べて自らの要介護リスクは低いものの、介護保険制度により介護負
担が軽減されることや、世代間連帯の観点、介護給付には疾病や負傷に関するものが含まれて
おり従来の老健制度で負担してきた部分も含まれること等を踏まえて、被保険者数に応じて按
分されており、平成27～29年度は第１号保険料が22％、第２号保険料が28％となっている。

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）
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○ さらに、第２号保険料が世代間扶養の意味合いを持つことも踏まえ、各医療保険者の負担に
ついては、その加入者数である第２号被保険者の人数に応じて負担する仕組みとなっている。

○ 高齢化の進展に伴い、介護給付費が増大する中で、第２号被保険者一人当たりの負担も増加
しており、平成12年度の一人当たり月額（事業主負担、公費負担分を含む）が2,075円であっ
たのに対し、平成28年度（４～９月）の一人当たり月額（概算）は、約2.6倍の5,352円となっ
ている。

○ 主として中小企業の被用者が加入する協会けんぽと健保組合・共済組合の負担能力（総報酬
額）の差は拡大しており、特に、介護保険第２号被保険者に該当する年齢層（４０～６４歳）
で特に差が大きくなっている。また、健保組合間における負担能力の差も拡大している。

○ なお、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成27年厚生
労働省告示第70号）において、介護保険事業（支援）計画を各自治体が策定する際には、「学識経験
者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表者、介護給付等対象サービス利用者、費用負担関
係者等の中から都道府県・市町村の判断により参加者を選定し、介護保険事業（支援）計画作成委員
会等を開催することが重要」とされているところであり、商工会議所や労働組合の代表が策定委員会
等に参加している自治体もある。

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）
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２．これまでの議論の経緯等
（１）総報酬割とは

○ 現行の第２号保険料については、各医療保険者が、第２号被保険者数に応じて負担する仕組
みとなっているため、第２号被保険者一人当たりの保険料負担額は、医療保険者を通じて同
額となる。このため、報酬額に対する保険料負担額の割合（所要保険料率）は、相対的に報
酬の高い被用者保険者では低くなり、報酬の低い被用者保険者では高くなる。

○ なお、協会けんぽについては他の被用者保険者に比べて相対的に所得水準が低く、また、被
用者保険のセーフティネットとしての役割を果たしている点に鑑み、国庫補助が行われている。

○ これに対し、被保険者間で、各保険者の総報酬額に応じて負担する仕組み（総報酬割）と
した場合には、財政力に応じた負担となり、報酬額に対する保険料負担額の割合（所要保険
料率）は、相対的に報酬の高い被用者保険者でも、報酬の低い被用者保険者でも、同一とな
る。すなわち、同じ報酬であれば同じ保険料負担となる。

（２）後期高齢者医療制度における総報酬割の導入

○ 後期高齢者支援金の負担額については、国民健康保険と被用者保険の共通の拠出ルールとし
て、加入者数（０～７４歳）を基本に算定することとされていたが、平成22年度より、被用者
保険内の負担方法を変更し、被用者保険にかかる支援金総額の３分の１（22年度については９
分の２）の額を総報酬割とすることとされた。

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）
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○ さらに、持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（いわゆるプ
ログラム法）等を踏まえ、より負担能力に応じた負担とする観点から、総報酬割部分を平成27
年度に２分の１、平成28年度に３分の２に引き上げ、平成29年度から全面総報酬割を実施する
こととされた。併せて、拠出金負担の重い被用者保険者への支援を実施することとされた。

○ 総報酬割は、報酬に基づく保険料負担としている被用者保険者の間で導入され、国民健康保
険との間では、引き続き加入者割による按分となる。

（３）社会保障・税一体改革での議論

○ 社会保障・税一体改革の議論の中で、以下のとおり盛り込まれている。

○ 社会保障・税一体改革大綱（平成24年２月17日閣議決定）（抄）

○ 社会保障制度改革国民会議報告（平成25年８月６日社会保障制度改革国民会議）（抄）

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）

今後の急速な高齢化の進行に伴って増加する介護費用を公平に負担する観点から、介護納付金
の負担を医療保険者の総報酬に応じた按分方法とすること（総報酬割の導入）を検討する。また、現
役世代に負担を求める場合には、負担の公平性などの観点に立ち、一定以上の所得者の利用者負
担の在り方など給付の重点化についても検討する。

第１部 社会保障制度改革の全体像
２ 社会保障制度改革推進法の基本的な考え方
（２）社会保障の機能の充実と給付の重点化・効率化、負担の増大の抑制

（略）「自助努力を支えることにより、公的制度への依存を減らす」ことや、「負担可能な者は応分の
負担を行う」ことによって社会保障の財源を積極的に生み出し、将来の社会を支える世代の負担が
過大にならないようにすべきである。
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現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）

（３）社会保険方式の意義、税と社会保険料の役割分担
（略）社会保険制度への公費投入の理由は、一つは、無職者や低所得者も保険に加入できるよう、
保険料の負担水準を引き下げることであり、もう一つは、保険制度が分立していることによる給付と
負担の不均衡を是正することである。
まず、前者については、現行制度の下では、現在、高齢化の進行や非正規雇用の労働者の増加に
よる所得格差が増大する中で、保険料負担の逆進性を強めることとなる。したがって、逆進性緩和の
視点から低所得者の保険料軽減や標準報酬月額の最高限度額の引上げを行うなど、社会保険料の
在り方を再点検した上で、社会保障の維持と機能強化のために公費を投入することが必要となる場
合がある。
一方、後者については、制度分立は保険者の仕組み方の問題であり、基本的には保険制度の中で
の調整が求められ、原則としては公費投入に頼るべきでなく、公費投入は保険者間で調整できない
やむを得ない事情のある場合とすべきである。

３ 社会保障制度改革の方向性
（２）すべての世代を対象とし、すべての世代が相互に支え合う仕組み
（略）また、世代間の公平だけではなく、世代内の公平も重要であり、特に他の年代と比較して格差
の大きい高齢者については、一律横並びに対応するのではなく、負担能力に応じて社会保障財源に
貢献してもらうことが必要である。このような観点から、これまでの「年齢別」から「負担能力別」に負
担の在り方を切り替え、社会保障・税番号制度も活用し、資産を含め負担能力に応じて負担する仕
組みとしていくべきである。
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第２部 社会保障４分野の改革
３ 医療保険制度改革
（１）財政基盤の安定化、保険料に係る国民の負担に関する公平の確保
（略）このような低所得者対策は、低所得者が多く加入する国民健康保険に対する財政支援の拡充措
置と併せ、今般の社会保障・税一体改革に伴う消費税率引上げにより負担が増える低所得者への配慮
としても適切なものである。もっとも、税制面では、社会保障・税一体改革の一環として所得税、相続税の
見直しによる格差是正も図られている。医療保険制度における保険料の負担についても、負担能力に応
じて応分の負担を求めることを通じて保険料負担の格差是正に取り組むべきである。
国民健康保険の保険者の都道府県への移行は財政運営の安定化のみならず保険料負担の平準化に
資する取組であるが、このほか、国民健康保険において、相当の高所得の者であっても保険料の賦課限
度額しか負担しない仕組みとなっていることを改めるため、保険料の賦課限度額を引き上げるべきである。
同様の問題が被用者保険においても生じており、被用者保険においても標準報酬月額上限の引上げを
検討するべきである。

後期高齢者支援金に対する負担方法について、健康保険法等の一部改正により被用者保険者が負担
する支援金の3 分の1を各被用者保険者の総報酬に応じた負担とすること（総報酬割）を2013（平成25）
年度から2 年間延長する措置が講じられているが、支援金の3 分の2 については加入者数に応じたもの
となっており、そのために負担能力が低い被用者保険者の負担が相対的に重くなっていて、健保組合の
中でも3 倍程度の保険料率の格差がある。この支援金負担について、2015（平成27）年度からは被用者
保険者間の負担の按分方法を全面的に総報酬割とし、被用者保険者間、すなわち協会けんぽと健保組
合、さらには共済組合の保険料負担の平準化を目指すべきである。この負担に関する公平化措置により、
総数約1400 の健保組合の4 割弱の健保組合の負担が軽減され、健保組合の中での保険料率格差も相
当に縮小することにもなる。

費用負担のあり方（介護納付金）
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その際、協会けんぽの支援金負担への国庫補助が不要となるが、これによって生ずる税財源の取扱
いは、限られた財政資金をいかに効率的・効果的に用いるかという観点から、将来世代の負担の抑制
に充てるのでなければ、他の重点化・効率化策と同様に今般の社会保障・税一体改革における社会保
障の機能強化策全体の財源として有効に活用し、国民に広く還元すべきである。こうした財源面での貢
献は、国民健康保険の財政上の構造的な問題を解決することとした上での保険者の都道府県への円
滑な移行を実現するために不可欠である。

４ 介護保険制度改革
（略）第2 号被保険者の加入する医療保険者が負担する介護納付金については、現在、第2号被保険
者の人数に応じたものになっており、負担の公平化の観点から、被用者保険について、被保険者の総
報酬額に応じたものとしていくべきであるが、後期高齢者支援金の全面総報酬割の状況も踏まえつつ
検討すべきである。

○ 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（平成25年法律第112
号）（抄）

費用負担のあり方（介護納付金）

（介護保険制度）
第５条 （略）
１～３ （略）

４ 政府は、前条第七項第二号ロに掲げる事項に係る同項の措置（※）の検討状況等を踏まえ、被用
者保険等保険者に係る介護保険法第百五十条第一項に規定する介護給付費・地域支援事業支援

納付金の額を当該被用者保険等保険者の標準報酬総額に応じた負担とすることについて検討を加
え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
※ 医療保険制度における後期高齢者支援金の全面総報酬割
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（４）前回介護保険制度改正時の議論

○ 介護保険部会においてもこれまで議論が行われており、平成25年の介護保険部会においても、

・社会保険制度における負担の公平性を考えれば所得に応じた負担とするのが基本である
・制度創設時は加入者割で始まったが、現在に至り、比較的報酬の低い協会けんぽの負担が相対的

に重くなっており、被用者保険内で負担能力に応じた負担をしていく方向に改めるほうがより適切であ
る
・第２号被保険者は自身の親の介護で間接的に介護保険制度の恩恵を受けていることから総報酬割
を導入すべき
・総報酬割の導入には賛成だが、第2 号被保険者の保険料が過度に引き上がらないようにするために
も、一定所得以上の高齢者に対する利用者負担を２割に引き上げることや補足給付の資産勘案と
いった対応もセットで行うべき
など、総報酬割導入に賛成する意見が多かった。一方で、

・ 世代間扶養の意味合いを持つ第２号保険料については、費用負担者の理解を得られる公平な負担

方法として、制度発足時に加入者割とされたのであり、これを総報酬割に変更することは当初の理念
を逸脱するのではないか
・総報酬割導入によって協会けんぽへの国庫補助約1，200 億円が削減されるが、これは国の負担を
健保組合に転嫁させているのではないか
・健保組合全体の介護保険料率（単純平均）と協会けんぽの介護保険料率を比較すると、近年その差
は縮小しているという実態もある

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）
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・健保組合は加入者の健康保持・増進のために特定健診・特定保健指導をはじめとする保健事業に

積極的に取り組んでおり、健康寿命の延伸や介護予防にもつながっているので、介護保険制度にお
いても健保組合の保険者機能は評価されるべき
・医療保険を含めて現役世代の負担は既に限界に来ており、総報酬割による公平性の確保を図る以
前に、制度全体の財政負担構造を見直し、現役世代の負担を相対的に減らしていくことが必要である
・効率化・重点化に向けた絵姿が示されないまま野放図に介護給付費・保険料負担が膨らむことを非
常に懸念しており、増加する負担をいかに抑えていくかという議論があって然るべき
など、強い反対意見があった。

３．経済財政運営と改革の基本方針2015における記載等

○ 介護納付金の総報酬割については、経済財政運営と改革の基本方針2015 等において、以下のとお
り記載されているところ。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2015 （平成27年６月30日閣議決定）（抄）

○ 経済・財政再生アクション・プログラム（平成27年12月24日経済財政諮問会議）（抄）

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）

現役被用者の報酬水準に応じた保険料負担の公平を図る。このため、社会保障改革プログラム法に
基づく検討事項である介護納付金の総報酬割やその他の課題について検討を行う。

現役被用者の報酬水準に応じた保険料負担の公平を図るための社会保障改革プログラム法におけ
る検討事項である介護納付金の総報酬割導入や（略）について、関係審議会等において検討し、
2016年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る
2017年通常国会への法案提出を含む）。 10



○ 経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日経済財政諮問会議）（抄）

○ 経済財政運営と改革の基本方針2016（平成28年６月２日閣議決定）（抄）

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）

2014・2015年度
集中改革期間

2019
年度

2016年度 2017
年度

2018
年度

－ －

負
担
能
力
に
応
じ
た
公
平
な

負
担
、
給
付
の
適
正
化

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

ＫＰＩ
（第一
階層）

ＫＰＩ
（第二
階層）

2020
年度～

＜㉕現役被用者の報酬水準に応じた保険料負担の公平を図るための検討＞
＜(ⅰ)介護納付金の総報酬割＞

社会保障改革プログラム法における検討事項である介護納
付金の総報酬割導入について、関係審議会等において検討
し、2016年末までに結論

関係審議会等における
検討の結果に基づいて
必要な措置を講ずる
（法改正を要するもの
に係る2017年通常国
会への法案提出を含
む）

社会保障分野においては、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、これを次世代に引き渡すこ
とを目指し、「経済・財政再生計画」に掲げられた医療・介護提供体制の適正化、インセンティブ改革、
公的サービスの産業化、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、薬価・調剤等の診療報酬及
び医薬品等に係る改革、年金、生活保護等に係る44の改革項目について、改革工程表に沿って着
実に改革を実行していく。
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４．制度創設時からの状況の変化
（１）介護保険制度における応能負担の強化

○ 「負担能力に応じて応分の負担を求める」という考え方が、現在の社会保障制度の基本的な路線と
なっており、第１号保険料についても、応能負担の要素を踏まえて、所得段階に応じた設定をしている
とともに、これまでの改正により段階を細分化し、標準的な段階設定における基準額に対する割合の
差も大きくなっている。
【標準的な保険料段階及び負担割合】

○ 負担能力に応じた負担とするという考え方を踏まえ、平成26年改正においては、一定以上所得があ
る高齢者の利用者負担割合を２割とするとともに高額介護サービス費の上限を引き上げる改正を行っ
たところ。

（２）介護離職防止の重要性

○ 制度創設時には、介護保険制度の創設により、社会的な介護サービスが充実されることから従業員
の離退職の防止等が期待できること等も踏まえ、事業主に対して介護納付金の拠出を求めていたとこ
ろ。

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）

計画期間 創設時（第１期、第２期） 第６期

段階設定 ５段階 ９段階

割合
（最小～最大）

0.5～1.5 0.3～1.7
（１号保険料軽減措置後）
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○ 今後労働力人口がさらに減少していくことや、介護離職者のうち８割が女性である一方で女性の管
理職比率は徐々に上昇（※）していること、指導的地位に占める女性の割合を2020年までに30％にす
ることが政府の目標（日本再興戦略2014）とされていることを踏まえれば、介護離職を防止することの
重要性は高まっている。
※ 民間の課長相当について平成12年度は約４％であるのに対し平成26年度には約9.2％。係長相当について平成
12年度は約８％であるのに対し平成26年度は約16.2％。

○ さらに、政府は、一億総活躍社会の実現に向けて、2020年代初頭までに、介護サービスが利用でき
ず、やむを得ず離職する者をなくすことを目指すこととしている。

現状・課題

費用負担のあり方（介護納付金）

13



○ 高齢化に伴い第２号被保険者の保険料負担が増大していく中で、以下の点を踏まえて、各被用者保
険等保険者の負担する介護納付金について応能負担の必要性をどのように考えるか。

・ 「負担能力に応じて応分の負担を求める」という考え方が、現在の社会保障制度の基本的な路線
となっていること
・ 介護保険制度の中でもこれまで第１号保険料や利用者負担において応能負担の要素を強めてき
たこと
・ 今後労働力人口の減少が見込まれるとともに、女性の活躍が推進される中で、事業主にとっても
介護離職を防止する介護サービスの充実は必要であること。また、一億総活躍の実現に向けて介
護離職の防止が重要となっていること
・ 制度創設時に公平な仕組みとして被保険者数に応じた負担としていたこと
・ 費用負担者である第２号被保険者の納得感
・ 医療保険制度において平成27年度から順次、後期高齢者支援金の総報酬割が拡大されており、
全面総報酬割が平成29年度から導入されることとの関係

○ 仮に、介護納付金に総報酬割を導入する場合、その具体的内容や、給付の適正化など現役世代の
負担を軽減していく取組についてどのように考えるか。

論点

費用負担のあり方（介護納付金）
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１．調整交付金の仕組み及び現状

○ 現行の調整交付金は、保険者の責めによらない以下の要因による第１号保険料の水準格差を、
給付費全体の５％に相当する国庫負担金を活用して、全国ベースで平準化するために市町村に
交付されるものである。
① 第１号被保険者に占める、要介護リスクの高い後期高齢者の加入割合の違い
※ 要介護認定率は、平成27年４月現在で、前期高齢者約4.4％、後期高齢者約32.7％
② 第１号被保険者の所得段階（１～９段階）別加入割合の差

○ 今後、2025年にかけて全国的に75歳以上人口が急増（1,646万人（2015年、13％）→2,179万
人（2025年、18.1％））し、第１号被保険者に占める後期高齢者の割合も全国的に高くなると
予測されており、後期高齢者加入割合のばらつきは縮小傾向となることが見込まれる。これに
伴い、調整交付金の調整機能についても交付割合が５％付近となる保険者が多くなる。

○ なお、要介護認定率は年齢階級によって大きく異なり、85歳以上では約60％となっている。

２．地方分権等における議論

○ 地方分権等における議論の中で指摘されている。

現状・課題

費用負担のあり方（調整交付金）
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○ 平成27年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年12月22日閣議決定）（抄）

○ まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015改訂版 （平成27年12月24日閣議決定） （抄）

現状・課題

費用負担のあり方（調整交付金）

６義務付け・枠付けの見直し等
【厚生労働省】
（19）介護保険法（平９法123）

(ⅱ) 要介護認定等を受けていない高齢者等が一般住宅等に移住した場合における介護給付費
の財政調整については、国庫負担金のうちの調整交付金（122 条）の配分効果を検証しつつ、
特に年齢が高い高齢者が多い地方公共団体によりきめ細かく配分するなど、調整交付金の在
り方について検討し、平成28 年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずると
ともに、地方公共団体に周知する。

Ⅲ．今後の施策の方向
３．政策パッケージ
（２）地方への新しいひとの流れをつくる
（ウ）地方移住の推進
③ 「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想の推進
（略）

また、介護保険制度における調整交付金の在り方について検討する。高齢者が多世代と交流し
ながら活躍できる地域づくりを進めるため、「生涯活躍のまち」構想について、必要な法制を含め
制度化などの施策展開につなげていく。
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○ 現行の年齢調整のままでは、財政調整機能が縮小することが予想されるが、年齢区分の見直
しについて、年齢階級ごとの要介護認定率や執行事務における対応を踏まえてどのように考え
るか。例えば、要介護認定率が50％を超える85歳以上の加入割合に着目し、①65～74歳、②75
～84歳、③85歳以上といった基準の区分の細分化により、調整機能を強化してはどうか。

○ その際、現行の調整交付金の交付割合からの激変緩和についてどう考えるか。

論点

費用負担のあり方（調整交付金）
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利用者負担
（参考資料）

社会保障審議会
介護保険部会（第61回） 参考資料１

平成28年８月19日



・第1号被保険者に占める75歳以上
の高齢者の割合、所得段階別の割
合等に応じて調整交付

第1号保険料
【65歳以上】

22％（2.1兆円）

国庫負担金【調整交付金】
5％（0.5兆円）

国庫負担金【定率分】
20％（1.8兆円）

都道府県負担金
12.5％（1.4兆円）

・第2号保険料の公費負担（0.6兆円）
協会けんぽ（国：0.2兆円 16.4%）
国保（国：0.3兆円 都道府県：0.1兆円）

・第1号・第2号保険料の割合は、
介護保険事業計画期間（3年）
ごとに、人口で按分

・施設の給付費の負担割合
国庫負担金（定率分）15％
都道府県負担金 17.5％

市町村負担金
12.5％（1.2兆円）

第2号保険料
【40～64歳】

28％（2.7兆円）

公 費 50％保険料 50％
平成２７年度から保険料の
低所得者軽減強化に別枠
公費負担の充当を行い、こ
の部分が公費（国・都道府
県・市町村）となる

※数値は端数処理をしているため、合計が一致しない場合がある。

（28年度予算 介護給付費：9.6兆円）
総費用ベース：10.4兆円

介護保険の財政構成と規模

1



６．９
兆円

６．７
兆円

（注）2000～2013年度は実績、2014～2016年度は当初予算である。

○ 総費用

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

５．７
兆円

３．６
兆円

４．６
兆円

５．２
兆円

６．２
兆円

６．４
兆円

６．４
兆円

(12年度)   (13年度) (14年度) (15年度) (16年度)   (17年度) (18年度) (19年度)   (20年度)   (21年度) (22年度)   (23年度) (24年度) （25年度） （26年度） (27年度) (28年度)

７．４
兆円

２，９１１円

○ 65歳以上が支払う保険料 〔 全国平均 ( 月額・加重平均 ) 〕

８．２
兆円７．８

兆円

介護保険の総費用（※）は、年々増加

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。

８．８
兆円

９．２
兆円

１０．０
兆円

１０．１
兆円

2

３，２９３円
(＋１３％)

４，０９０円
(＋２４％)

４，１６０円
(＋１.７％)

４，９７２円
(＋２０％)

５，５１４円
(＋１１％)

第1期（H12～14年
度）

（2000~2002）

第6期（H27～29年
度）

（2015~2017）

第5期（H24～26年
度）

（2012~2014）

第4期（H21～23年
度）

（2009~2011）

第3期（H18～20年
度）

（2006~2008）

第2期（H15～17年
度）

（2003~2005）

１０．４
兆円

介護費用と保険料の推移



S58.2               H13.１ H14.10 H18.10 H20.4

負担
割合

現役並み所得者

定額負担 １割

２割 ３割

それ以外 １割
70～74歳２割
（一部１割）
75歳以上１割

負担割合 １割

介護保険の利用者負担

医療保険の患者負担（70歳以上の高齢者）

○ 介護保険の利用者負担は、制度創設以来１割であったが、その後負担割合の見直しが行われている。
○ 介護保険制度施行時にはまだ高齢者医療は定額負担制であり、その後定率負担が導入され、さらに負担割
合の見直しが行われている。

S59.10 H9.9  H14.10 H15.4 H20.4

負担
割合

本人 １割 ２割 ３割

被扶養者

３割 ３割
（入院２割）

２割 ２割
（３歳未満） （未就学児）

医療保険の患者負担（健康保険、70歳未満）

介護保険
制度案大綱

３割
（入院2割）

H27.8H8 H12.4

２割

１割

3

利用者負担割合の変遷



○ 保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、制度の持続可能性を高めるため、これまで一律１割に据え置いている利用者負担につ
いて、相対的に負担能力のある一定以上の所得の方の自己負担割合を２割とする。ただし、月額上限があるため、見直し対
象の全員の負担が２倍になるわけではない。

○ 自己負担２割とする水準は、合計所得金額（※１） １６０万円以上（※２）の者（単身で年金収入のみの場合、280万円以上）。
○ ただし、合計所得金額が160万円以上であっても、実質的な所得が280万円に満たないケースや２人以上世帯における負担
能力が低いケースを考慮し、「年金収入とその他の合計所得金額」の合計が単身で280万円、２人以上世帯で346万円未満
（※３）の場合は、１割負担に戻す。

負担割合の引き上げ

※１ 合計所得金額とは、収入から公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除した後で、基礎控除や人的控除等の控除をする前の所得金額
※２ 被保険者の上位２０％に該当する水準。ただし、利用者の所得分布は、被保険者全体の所得分布と比較して低いため、被保険者の上位２０％に相当
する基準を設定したとしても、実際に影響を受けるのは、在宅サービスの利用者のうち15％程度、特養入所者の５％程度と推計。
※３ 280万円＋5.5万円（国民年金の平均額）×１２ ≒ 346万円

自己負担２割とする水準（単身で年金収入のみの場合） ※年金収入の場合：合計所得金額＝年金収入額－公的年金等控除（基本的に120万円）

年金収入

介護保険料が第８段階
３１０万円

合計所得金額

住民税非課税
１５５万円

160 190

200100 300 400

モデル年金
(厚生年金)
１９８万円

被保険者の
上位２０％
２８０万円

医療保険の現役並み所得
３８３万円

平均的消費支出
（無職高齢者単身世帯）

１７０万円

自己負担限度額（高額介護サービス費）のうち、医療保険の現役並み所得に相

当する者のみ引上げ

負担上限の引き上げ

自己負担限度額（月額）

一般 37,200円（世帯）

市町村民税世帯非課税等 24,600円（世帯）

年金収入80万円以下等 15,000円（個人）

現役並み

所得相当（※）
44,400円

一般 37,200円

〈見直し後〉

自己負担限度額
（現行／世帯単位）

現役並み所得者
80,100＋医療費1％
（多数回該当：44,400円）

一般 44,400円

市町村民税非課税等 24,600円

年金収入80万円以下等 15.000円

参考：医療保険の70歳以上の高額療養費の限度額

〈見直し前〉

※ 課税所得145万円以上（ただし、同一世帯内の第１号被保険者の収入が、１人のみの
場合383万円、２人以上の場合520万円に満たない場合には、一般に戻す）

平成26年改正における一定所得以上の利用者負担の見直し【平成27年８月施行】
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本人の

合計所得金額
が
160万円未満

１割負担

本人の

合計所得金額
が
160万円以上 同一世帯の1号被保険者の

年金収入＋その他の合計所得金額 ＜

下記以外の場
合 ２割負担

１
号
被
保
険
者

単身：280万円
2人以上：346万円（給与収入や事業収入等から給与所

得控除や必要経費を控除した額）

5

１割負担

介護保険の自己負担が２割となる「一定以上所得者」の判定基準

利用者負担割合の判定基準



出典：介護保険事業状況報告（平成２７年５月～平成２８年４月月報）

○ サービスの分類ごとの受給者数の対前年度同月比（伸び率）をみると、平成27年
８月の施行前後において、対前年同月比の傾向に顕著な差は見られない。

6

直近のサービス受給者の推移

対前年同月比（伸び率）の平均

平成25年２月～
平成25年７月分

平成25年８月～
平成26年１月分

平成26年２月～
平成26年７月分

平成26年８月～
平成27年１月分

平成27年２月～
平成27年７月分

平成27年８月～
平成28年１月分
（２割負担導入後）

居宅サービス 5.3％ 5.0％ 4.7％ 4.3％ 4.2％ 3.7％

地域密着型サービス 8.9％ 6.9％ 8.3％ 8.9％ 7.2％ 6.3％

施設サービス 2.3％ 1.8％ 1.1％ 0.7％ 1.3％ 1.3％

特養（要介護３～５）
（地域密着型を含まない） 3.7％ 2.8％ 1.8％ 2.0％ 3.7％ 5.0％

老健 2.3％ 1.8％ 1.3％ 0.7％ 0.6％ 0.3％

３サービス合計 4.9％ 4.4％ 4.2％ 3.9％ 3.8％ 3.4％

平成28年2月サービス分

在宅サービス受給者 9.7％

特養入所者 4.1％

老健入所者 6.2％

○ サービス種別ごとの受給者に占める２割負担対象者数の割合

出典：介護保険事業状況報告（平成２８年４月月報）



○ 実質的な自己負担率の推移

年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

実質自己負担率 約7.7％ 約7.7％ 約7.6％ 約7.5％ 約7.2％ 約7.2％ 約7.2％ 約7.2％ 約7.2％

実質的な自己負担率＝利用者負担額／費用額
※ 利用者負担額＝費用額ー給付費額
※ 介護保険事業状況報告年報の数値による
※ 費用額は、保険給付費用額（利用者負担分を含む介護報酬の総額）に特定入居者介護（介護予防）サービス費用額（補足給付額）を加
えたもの。（地域支援事業等に要する費用額を含まない。）
※ 給付費額は、介護報酬の9割の額に高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護（介護予防）サービス費及び特定入居者介護
（介護予防）サービス費用額（補足給付額）を加えたもの。（地域支援事業等に要する費用額を含まない。）
※ ただし、高額介護サービス費の支給は数ヶ月遅れている可能性があり、今後実質負担率は下がる可能性が高い。

○ ２割負担者の割合

平成28年４月末現在の要介護認定者における２割負担者の割合は約9.4％

○ ２割負担者に係る実質負担率（粗い試算）

一定の仮定をおいて推計すると、平成26年介護保険法改正により２割負担者となった者の実質負担率は、約12.6％

※ 7.2％×0.906＋ｘ×0.094＝7.7 ｘ＝12.6
※ ただし、高額介護サービス費の支給は数ヶ月遅れている可能性がある。

平成27年８月～２割負担
の一部導入

7

介護保険における実質的な自己負担率

年度
27年
8月分

27年
9月分

27年
10月分

27年
11月分

27年
12月分

28年
1月分

28年
2月分

27年8月～28年2月
平均

実質自己負担率 約8.0％ 約8.0％ 約7.9％ 約7.8％ 約7.9％ 約7.6％ 約6.9％ 約7.7％



H13.１ H14.10 H18.10 H20.4

負担
限度
月額
※

現役並み所得者

37,200円

72,300円＋（医療費
－361,500円）×1％
＜40,200円＞

80,100円＋（医療費
－267,000円）×1％
＜44,400円＞

一般 40,200円 44,400円

低所得者Ⅱ 24,600円

低所得者Ⅰ 15,000円

H12.4 H17.10                       H27.8

負担
限度
月額

現役並み所得者
37,200円

44,400円

課税世帯 37,200円

非課税世帯
24,600円

24,600円

年収80万円以下 15,000円

生活保護受給者 15,000円

介護保険

医療保険（70歳以上の高齢者）

○ 介護保険制度の高額介護サービス費の限度額は、制度創設時の医療保険の高額療養費の多数回該当の金額に
合わせて設定されたが、医療保険における住民税課税世帯の基準は現在37,200円から44,400円に引き上げられてい
る。

○ これをふまえ、介護保険制度においても、医療保険の現役並み所得に相当する人がいる世帯に限定して、限度額が
44,400円に引き上げられた。

※ ＜＞は、年４回以上利用する多数回該当時の金額。 8

利用者の自己負担限度額の推移



所得段階 所得区分 上限額

第１段階 ①生活保護の被保護者

②15,000円への減額により生活保護の被保護者とならない場合
③市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者

①個人15,000円
②世帯15,000円
③世帯24,600円
個人15,000円

第２段階 ○市町村民税世帯非課税で［公的年金等収入金額＋合計所得金
額］が80万円以下である場合

世帯24,600円
個人15,000円

第３段階 ○市町村民税世帯非課税

○24,600円への減額により生活保護の被保護者とならない場合
世帯24,600円

第４段階 ①第１～３段階又は第５段階のいずれにも該当しない者

②課税所得１４５万円以上の第１号被保険者がいる場合であって、
世帯内の第１号被保険者の収入の合計が520万円（世帯内の
第１号被保険者が１人のみの場合は383万円）未満である場合

世帯37,200円

第５段階 ○課税所得１４５万円以上の第１号被保険者がいる場合（第４段階
の②に該当する場合を除く。）

世帯44,400円

（利用者負担世帯合算額ー世帯の上限額） ×
個人の利用者負担合算額

利用者負担世帯合算額

個人の高額介護（介護予防）サービス費の支給

※上記計算の結果、個人単位の負担上限額を超える場合は、負担が15,000円になるように適用される。

月々の介護サービス費の自己負担額が世帯合計（個人）で上限額を超えた場合に、その超えた分が払
い戻される。

現役並み所得者平成27年８月～

9

高額介護サービス費の支給基準



75歳
～
後期高齢者医
療

世帯内のいずれかの被保険者の
課税所得が145万円※１以上の場
合

かつ

世帯の被保険者全員の収入の合計額が520万円※２

（世帯の被保険者が１人の場合は383万円※２）以上
の場合

70～
74歳

国民健康保険
世帯内のいずれかの被保険者の
課税所得が145万円以上の場合

世帯の被保険者全員の収入の合計額が520万円
（世帯の被保険者が１人の場合は383万円）以上の
場合

被用者保険
被保険者の標準報酬月額が28万
円以上の場合

被保険者及び被扶養者の収入の合計額が520万円
（被扶養者がいない場合は383万円）以上の場合

※１ 平成16年度の政管健保の平均標準報酬月額に基づく平均収入額（夫婦二人世帯モデル：約386万円）から諸控除を控除し、課税所得として
算出した額
※２ 高齢者複数世帯又は単身世帯のモデルを設定し、その世帯の課税所得が145万円となる収入額を算出した額
注１ 課税所得とは、収入から地方税法上の必要経費、所得控除等を控除した後の額をいう。
注２ 国民健康保険と被用者保険における被保険者や被扶養者は70歳以上の者に限る。

○ 現役並みの所得水準として、協会けんぽ（旧政管健保）の平均収入額を設定し、窓口負担や高額療
養費の負担区分の判定に用いている。

10

医療保険における高齢者の「現役並み所得」について



所得段階

制度改正直前

（平成27年８月支給決定分）

直近

（平成28年３月支給決定分）

件数 給付費(百万） 件数 給付費(百万）

第１段階 147,204
(11.0%)

1,596
(11.8%)

148,922
(8.9%)

1,576
(8.7%)

第２段階 802,282
(60.1%)

9,655
(71.3%)

933,345
(56.0%)

11,279
(62.0%)

第３段階 266,043
(19.9%)

1,616
(11.9%)

313,568
(18.8%)

1,931
(10.6%)

第４段階 119,700
(9.0%)

668
(4.9%)

219,236
(13.1%)

2,665
(14.7%)

第５段階 ― ― 52,479
(3.1%)

740
(4.1%)

合計 1,335,229 13,535 1,667,550 18,190

11
※ 高額介護サービス費は償還払いとなっているため、本来該当するが未だ請求していない被保険者等も存
在する可能性があることに注意が必要。

高額介護サービス費の件数及び給付費の推移



12

医療保険及び介護保険における患者負担割合及び自己負担限度額



※厚生労働省保険局「平成26年度後期高齢者医療事業年報」

区分 自己負担割合
自己負担限度額

人数（万人）

外来

現役並み所得者 3割負担 44,400円
80,100円+

（総医療費－267,000円）×1％
＜多数回該当：44,400円＞

104

（6.7%）

一 般

１割負担

12,000円 44,400円
834

（53.7%）

低所得
者

住民税
非課税

8,000円

24,600円
330

（21.2%）

住民税
非課税
（所得が
一定以下）

15,000円
287

(18.4%）

被保険者計 1,555

※括弧内は被保険者に占める割合

○ 後期高齢者医療の被保険者においては、現役並み所得者が約７％、一般が約54％
となっている。

後期高齢者医療制度の負担区分別被保険者数

13



①預貯金等

③非課税年金収入

一定額超の預貯金等（単身では1000万円超、夫婦世帯では2000万円超）がある場
合には、対象外。 →本人の申告で判定。金融機関への照会、不正受給に対する
ペナルティ（加算金）を設ける

補足給付の支給段階の判定に当たり、非課税年金（遺族年金・障害年金）も勘案
する

○ 施設入所等にかかる費用のうち、食費及び居住費は本人の自己負担が原則となっているが、住民税非課税世帯である

入居者については、その申請に基づき、補足給付を支給し負担を軽減。

○ 福祉的な性格や経過的な性格を有する制度であり、預貯金を保有するにもかかわらず、保険料を財源とした給付が行わ

れることは不公平であることから、資産を勘案する等の見直しを行う。

居住費

食費

１割負担
1.5 1.5 2.5 2.8 0.9 1.2 

2.0 
4.2 

2.5 2.5 

4.0 

6.0 

第1段階 第2段階 第3段階 第4段階

8.5万円

＜現在の補足給付と施設利用者負担＞

【補足給付】
居住費：2.0万円
食 費：2.2万円

【補足給付】
居住費：3.5万円
食 費：3.0万円

【補足給付】
居住費：3.5万円
食 費：3.2万円

13万円～5.2万円

第1段階
・生活保護受給者

・市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給
者

第2段階 ・市町村民税世帯非課税であって、
課税年金収入額＋合計所得金額が80万円以下

第3段階 ・市町村民税世帯非課税であって、
利用者負担第２段階該当者以外

第4段階
～
・市町村民税本人非課税・世帯課税
・市町村民税本人課税者

4.9万円

負
担
軽
減
の
対
象

＜要件の見直し＞

※ ユニット型個室の例

②配偶者の所得 施設入所に際して世帯分離が行われることが多いが、配偶者の所得は、世帯分離
後も勘案することとし、配偶者が課税されている場合は、補足給付の対象外

（※）認定者数：１１９万人、給付費：３３３８億円［平成２６年度］

①、②：平成２７年８月施行、③：平成２８年８月施行 14

平成26年改正における補足給付の見直し【平成27年８月施行(一部平成28年８月)】



所得要件

・市町村民税非
課税世帯である
こと。

・世帯分離してい
ても配偶者が非
課税であること。
⇒配偶者が住民
税課税の場合
は対象外。

※必要に応じ、戸
籍等の照会を
行う。

資産要件
預貯金等が一定額
以下（※）であること

※単身で1000万円、夫
婦で2000万円以下を
想定

・預貯金、有価証券等
の額を、通帳等の写し
と共に申告。

・必要に応じ市町村は
金融機関へ照会。

・不正受給に対するペ
ナルティを設けること
により、適切な申請を
促す。

対象外 対象外

補足給付

給付の段階設
定の見直し
・非課税年金の収入
も第２段階の収入
要件で考慮

住民税
非課税

住民税
課税

預貯金等
が一定額以下

一定額超
の預貯金等
あり

補

足

給

付

の

申

請

15

補足給付の判定基準



特例減額措置の要件（すべてを満たすことが必要）

①その属する世帯の構成員の数が２以上（同一世帯に属していない配偶者も構成員として計算）

②介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設に入所・入院し、利用者負担第４段階の食事・居住費
を負担

③世帯の年間収入から施設の利用者負担（１割（２割）負担、食費、居住費）の見込額を除いた額が80
万円以下
・世帯：施設入所に当たり世帯分離した場合でも、世帯の年間収入は従前の世帯構成員の収入で計算
・収入：公的年金等の収入金額＋合計所得金額

④世帯の現金、預貯金等の額が450万円以下（預貯金等には有価証券、債権等も含まれる）

⑤世帯がその居住用の用に供する家屋その他日常生活のために必要な資産以外に利用しうる資産を有し
ていない

⑥介護保険料を滞納していない

○ 本人又は世帯員が市町村民税を課税されている第４段階の者であっても、以下の全ての
要件に該当する者については、特例的に補足給付が支給される。

補足給付の特例減額措置

16



296,524 300,643 304,896 309,533 313,249 316,189 

290,391 

299,643 306,039 311,981 315,842 319,658 323,519 328,067 332,844 335,744 338,890 342,668 339,883 

235,122 242,606 247,589 251,198 254,181 256,767 259,150 262,292 265,482 

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

１
月
末
現
在

２
月
末
現
在

３
月
末
現
在

４
月
末
現
在

５
月
末
現
在

６
月
末
現
在

７
月
末
現
在

８
月
末
現
在

９
月
末
現
在

１
０
月
末
現
在

１
１
月
末
現
在

１
２
月
末
現
在

H26.第３段階 H27.第３段階 H28.第３段階

76,532 76,759 77,608 78,275 79,105 79,859 

72,552 

72,808 74,034 75,270 76,054 77,205 77,984 78,933 79,943 79,984 80,607 81,486 81,449 

67,432 
69,829 71,347 72,614 74,066 74,971 75,734 76,731 77,653 

60,000
65,000
70,000
75,000
80,000
85,000
90,000

H26.第１段階 H27.第１段階 H28.第１段階

742,177 748,248 754,275 761,689 767,428 770,594 
719,029 

734,112 743,411 751,304 756,424 745,569 764,657 770,440 776,480 780,779 782,773 787,362 778,775 

594,955 608,538 615,617 619,937 622,706 625,323 627,595 631,155 635,459 

450,000

550,000

650,000

750,000

850,000

950,000

H26.第２段階 H27.第２段階 H28.第２段階

○ 補足給付の８月以降の認定件数は、前年に比べて減少している。

○ 直近のデータ（平成28年４月末現在）により対前年同月比をみると、第１段階で－３％、第２段階で－19％、第３段階
で－21％となっており、 所得段階が高くなるにつれて、制度見直しの影響が大きく出ている。

出典：介護保険事業状況報告（平成２６年１月～平成２８年４月月報）
※更新時期については、平成２６年度までは７月であったが、平成２７年度からは８月に改正された。

第３段階

第２段階

第１段階

-１９％

-２１％

-３％
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補足給付の認定件数の推移

（件数）
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補足給付の額の推移

平成27年
4月サービス分

5月サービス分 6月サービス分 7月サービス分 8月サービス分 9月サービス分

27,914,326,503 29,370,371,049 28,460,566,498 29,457,972,759 28,372,267,511 28,563,848,690 

10月サービス分 11月サービス分 12月サービス分
平成28年
1月サービス分

2月サービス分

29,395,545,979 28,500,122,848 29,454,551,646 29,436,289,801 27,698,612,637 

（円）

※ 補足給付については、平成27年８月に施行された特養の多床室に係る居住費の見直しの影響による増加があると考
えられる。



不動産を担保とした貸付制度のイメージ（案）
○実施に当たっては、市町村の事務負担を踏まえ可能な限り簡便な仕組みとし、外部への委託を可能とする方向で
検討することとしてはどうか。

○不動産貸付事業は流動性を確保できる一定の価値以上の不動産が存在する市町村において一定の価値以上の
不動産を対象に実施し、最終的に不動産が処分できなかった場合の事後的な補足給付などを介護保険財政で負
担する方向で検討することとしてはどうか。

○具体化に向けて、制度の対象者や事務的なコストも含めた費用対効果の面や、委託先の確保にも留意して実施
方法を検討するべきではないか。

○不動産を担保とした貸付申
請の受付
○不動産貸付の適否の判断
○抵当権の設定・契約

○毎月の貸付金の振り込み
○担保物件の状況確認等

○借受人死亡に伴う貸付金・
事務費の回収（相続人との調
整・不動産売却）

借

受

人

貸付契約の締結

不動産担保の提供

資金の貸付

貸付業務受託機関業務委託契
約の締結

市 町 村

○補足給付の要件確認
（固定資産税情報による
確認）

○貸付業務受託機関の
紹介

○借受人死亡の連絡

○市町村介護保険財政での
費用負担等

・受託機関への貸付事業に
要する原資の貸付

・回収不能者への事後的補
足給付
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平成25年９月25日 第４９回社会保障審議会介護保険部会 資料１より

平成25年度介護保険部会における不動産勘案に関する議論



不動産担保貸付の事業化について引き続き検討すべき課題

○ 不動産担保貸付について関係者との調整を進めてきたところだが、現段階では事業化に向け
て次のような課題が指摘されている。

○ 現時点で全国的に委託先が確保できる状況にはなっておらず、事業化に向けたスキームの詳
細や費用対効果について引き続き検討することが必要。

20

検討案 関係者（自治体・金融機関等）から指摘された課題（例）

○市町村保険者から外部への
委託を可能とする。

○市町村の体制では貸付事業を直接実施することは困難であり、
実施するには確実な委託先の確保が大前提となる。

○固定資産税評価額で2000万
円以上の宅地を所有する者を
補足給付の対象外とし、当該宅
地を担保とした貸付を実施する。

○宅地の価格には地域差があり、市町村単位とした場合、取扱
件数が少なくなるケースも考えられ、民間ベースでは採算の確
保が期待しづらい可能性がある。

○貸付先については、貸付業務の委託先により判断が異なるこ
とがあり、標準的な実施方法を確立する必要がある。

○金融機関等に委託する場合にはシステム整備が必須であり、
また鑑定評価や貸付金の金利、事務コストなどがかかるほか、
採算を成り立たせることが必要。

○貸付額が少額な割には借受人に利子等の負担がかかり、また
大がかりな仕掛けが必要となるので、費用対効果の観点からも
検証するべき。

○貸付原資を介護保険財政か
ら貸付。また、担保割れにより回
収不能となった場合には、事後
的に補足給付を行い、介護保険
財政により負担。

○長期にわたる貸付では、長生きリスク、不動産価値下落リスク、
金利上昇リスクがあるため、担保割れのリスクやそれに伴う費
用の負担をどうするか整理する必要がある。

○借受人が亡くなったあとの相続関係の対応がトラブルになりや
すいので十全な整理が必要。

平成25年11月14日 第５２回社会保障審議会介護保険部会 資料１より



不動産担保貸付事業については、その事業化に向けて、次のようなスキームの詳細や費用対
効果などの課題について引き続き検討していくこととしている。

引き続き検討するべき主な課題

１）各地域での事業化
対象となる宅地不動産は地域ごとにばらつきがあることから、そのよう
な状況の中で各地域での事業化を図る手立てを検討する必要がある。

２）実務的課題
以下のような実務的な課題について、引き続き検討し、整理をしていく
必要がある。

①貸付の枠組み関係
貸付対象となる者の選定方法、不動産の鑑定・評価のあり方、貸付限
度額の設定のあり方、相続人対策のあり方など

②貸付開始後の管理の
在り方

システム等業務処理方法、限度額割れした場合の対応、契約の変更・
終了を要する場合の対応など

③本人死亡後の対応
本人死亡後の相続人への請求のあり方、居住不動産の処分方法、限
度額割れとなった場合の対処方法など

④貸付業務に係る費用 必要な費用の調達方法、かかる経費の関係者での分担方法など

３）費用対効果の検証 全体としての費用対効果を高める方法を検討する必要がある。
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平成25年11月14日 第５２回社会保障審議会介護保険部会 資料１より



不動産を活用した補足給付の見直し等に関する研究会 委員名簿

座長 駒村 康平 慶應大学 経済学部 教授

石倉 米一 前橋市 福祉部 介護高齢課 課長

酒井 健 独立行政法人住宅金融支援機構 業務企画部保証型・融資保険グループ長

鈴木 裕之 （株）リクルート住まいカンパニー事業開発室事業開発部 事業開発グループ

太矢 一彦 東洋大学 法学部 教授

早川 仁 流山市 健康福祉部 介護支援課 課長

廣原 英樹 横浜市 健康福祉局 高齢健康福祉部介護保険課 担当係長

村岸 栄一 東京スター銀行 リテール企画グループグループリーダー

山崎 福寿 日本大学 経済学部 教授

平成26年度老健事業（不動産を活用した補足給付の見直し等に関する調査研究）

○ 補足給付の支給における不動産の勘案について、有識者で構成される研究会での議論を行い、
実効性と実現可能性を兼ね備えた不動産担保型貸付制度のあり方を検討するとともに、実現のた
めの課題や要件を整理。

○ 高齢者が保有する不動産を活用して必要なフローを自ら確保できるようにする方策を検討す
るための基本的方向性は以下のとおり。
① 民間機関の活用を前提とする。
② 民間企業の参入を促すために、補足給付受給者だけでなく、「施設入所者全体＋特定施設
等の居住系サービス利用者」に貸付の対象を拡大する。（補足給付対象者だけでは市場規模が
小さい）
③ 全国エリアをカバーする実行性のある仕組みの構築を検討する。
④ 対象者の年齢は高く認知症である場合も多いことを踏まえ高齢者の特性に対応した仕組みの
設計、契約能力の低下をカバーするための支援や担保が必要。

平成26年度老健事業（不動産を活用した補足給付の見直し等に関する調査研究） 野村総合研究所 22



①信頼の高い事業者による提供を保証する仕掛け（事業者指定制度等の導入）

高齢者が保有している不動産資産を流動化し活用するにあたっては、対象が高齢者であること、取り扱われる商品・サービスは専門性が
高く、理解が難しいものであること等を踏まえると、信頼性の高い事業者によって提供されるような仕掛けが不可欠である。

（案） 不動産活用に関する相談・情報提供を行う事業者、リバースモーゲージを取り扱う金融機関や転貸業務を担う不動産事業者を切り分
け、それぞれ指定する制度の導入

②民間金融機関が負担するリスクを公的機関が分担する方策（融資保証型リバースモーゲージ）

リバースモーゲージは、３つのリスク（貸出期間延長リスク、不動産価値下落リスク、金利上昇リスク）が存在するために、既存の民間商品
は中高所得層中心となっている面がある。

また、これらのリスクは、高齢者が亡くなったときに債務総額が不動産評価額を上回った場合に保証人（相続人）に差額を請求する「リコー
ス型（責任遡及型）」の商品設計や、不動産評価額に対する貸出額の割合（“掛け目”）を低く設定するという形で、利用者に転嫁されてい
る。

そのために、利用者が増えず、一定のマーケット規模が確保されればヘッジできるリスクも十分にヘッジできず、金融機関が商品の展開に
慎重な態度をとる、といった悪循環が生じている。

今後、利用が促進されるためには、あるいは、民間金融機関が低所得層も含めて事業を展開するためには、こういったリスクを公的機関
が関与することで軽減することが必要である。

（案）・ 既存のリバースモーゲージに対して一定のリスクを引き受ける代わりに保証料を受け取る融資保証の仕組みの導入（住宅金融支援
機構の融資保険の活用、もしくは、新規整備）
・ノンリコース型の導入

③公的機関が直接融資する方策（直接融資型リバースモーゲージ）

リバースモーゲージの実施は、民間金融機関等への委託が前提となるが、地域によっては、採算の取れる事業として成立し得る規模（件
数）が確保できない等の理由により、リバースモーゲージを実施する民間金融機関が存在しない場合がある。

このため、高齢者の保有する不動産の活用は全国で進められるべきであると考えれば、民間金融機関が存在しない場合には公的機関が
その役割を果たす仕組みを検討することが考えられる。

不動産流動化活用スキームの方向性

平成26年度老健事業（不動産を活用した補足給付の見直し等に関する調査研究） 野村総合研究所

○ 高齢者が保有する不動産を活用するためには、その価値を現金に置き換えることが必要となる。その方策としては、以下の２通りが考
えられる。
① 不動産を担保として貸付を受ける（リバースモーゲージ型）
② 不動産を他者に貸し付けて賃料収入を得る（借上げ活用型）
○ 単独のスキームで、全国、すべての対象者が活用できるような仕組みを構築することは難しいことから、条件の異なる複数のスキームを
用意し、利用者が利用条件（居住継続性、同居者の有無、利用地域等）に合わせて適切なスキームを選ぶことによって全体が機能するよう
な仕組みを構築する必要がある。

新たな仕組みの成立に必要な機能

23



○カウンセリングを通じた商品・サービスの理解の支援
商品・サービスを提供する事業者（金融機関、転貸事業者）は、商品・サービス利用に向けてサービス申
し込み前のカウンセリング対応を行う相談体制を整備することが重要である。
・相談を担う専門人材の確保
・相談窓口を担う機関

○事後的トラブルを回避するための契約支援
新たな仕組みで取り扱われる商品・サービスは、専門性が高く、理解が難しい内容が多く含まれると
いった特性がある上、契約を結ぶ主体が高齢者であることを踏まえると、相続等に絡む事後的なトラブル
を回避するための契約支援の仕組みが必要となる。
・成年後見人制度を活用した契約支援の仕組みの確立
・公正証書の活用
・契約手続きや様式等の定型化

○定期的な見直し・管理手続きの効率化
リバースモーゲージ型スキームでは金融機関が設定した見直しのタイミングで、借上げ活用型スキーム
では契約更新のタイミングで、契約者本人やその家族の状況、物件の状況等の変化を踏まえた見直し・
管理が必要となる。事業者の見直し・管理にかかる負担の軽減と、その負担が転嫁される利用者の手数
料負担の軽減のためには、こうした手続きの効率化を図る必要がある。
・事業者への報告の義務付け（債権者の権限強化）
・登記情報確認の効率化
・マイナンバーの活用

各スキームの運用上の課題

平成26年度老健事業（不動産を活用した補足給付の見直し等に関する調査研究） 野村総合研究所 24



東京都内の不動産の価格分布の状況を見てみ
ると、以下の図表の通り、約56%の取引は総額
3,000万円以上となっている。

8%

24%

44%

61%

74%

81%
86%

88% 90% 92% 93% 93% 94% 94% 95% 95% 96% 96% 96% 96% 100%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

頻
度

データ区間

頻度

累積 %

一方、秋田県は、不動産取引のうち、総額
3,000万円以上は約8%しか存在しない状況と
なっている。
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不動産の取引の実態（都道府県）

【東京都】 【秋田県】

○ 不動産取引の実態は地域によってかなり違いがある。

○ 都道府県ごとの需要や供給体制、不動産取引に関する実態を分析するとともに、金融機関の意識や
考え方についてヒアリングを実施。

平成27年度老健事業（高齢者の所有する不動産の流動化に関する調査研究）

平成27年度老健事業（高齢者の所有する不動産の流動化に関する調査研究） 野村総合研究所

「不動産取引価格情報」における東京都内の価格分布」（国土交通省）
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総額3,000万円以上の戸建住宅取引が年間50件以上
発生すると想定される市区町村

北海道
札幌市中央区・北区・東区・豊平区・西区・厚別区・手稲
区・清田区

岩手県 盛岡市

宮城県 仙台市青葉区・宮城野区・若林区・太白区・泉区、名取市

千葉県

千葉市中央区・花見川区・稲毛区・若葉区・緑区・美浜区、
市川市、船橋市、木更津市、松戸市、野田市、成田市、佐
倉市、習志野市、柏市、市原市、流山市、八千代市、我孫
子市、鎌ヶ谷市、浦安市、袖ヶ浦市、印西市、白井市

新潟県 新潟市

滋賀県 大津市、彦根市、草津市、守山市、栗東市

山口県 山口市、周南市

福岡県 北九州市小倉北区・小倉南区・八幡東区・八幡西区

26

総額3,000万円以上の戸建住宅取引が年間50件以上
発生すると想定される市区町村の例

○ 民間金融機関がリバースモーゲージ商品を提供する地域として考えられる、戸建住宅で、取引額
3,000万円（※）の年間推定取引が50件以上ある市区町村を見てみると、政令市・中核市・都市圏に集
中している上に、非常に限られている（389市区町村/1,865市区町村（全国））。

※ 固定資産税評価額で2,000万円と仮定した場合の実勢価格見込み

不動産取引の実態（市町村）

平成27年度老健事業（高齢者の所有する不動産の流動化に関する調査研究） 野村総合研究所



○ 手続き面で重要となるのは、申し込み前のカウンセリングを通じて商品・サービスの特性や契約内容を理解した上
で契約できるようにすることと、本人の死亡により契約満了となった際の処分について家族（法定相続人）も納得でき
る形で進めることである。このため、高齢者との安全な取引ルールのために、成年後見制度の一層の活用や、本人
や家族が相談できる相談体制の仕組みの導入の検討が課題となる。

○ また、金融機関および利用者双方の手間を削減するため、申請／契約関連書類の限定・様式の統一や、自治体
等と連携した安否確認の手間の削減等も検討課題と考えられる。

手続き
〔対応主体〕

手続きのポイント 具体的な手続きイメージ 課題

施設居住費の負担方法
に関する相談

1
施設入所、「負担限度額認定」に関
する相談・申込
〔介護保険者〕

補足給付制度に関する説明
・補足給付の受給要件の説明
・補足給付の受給判定

①施設入所者やその家族からの施設居住費の負担に関
する相談に対応し、制度・仕組みに関する情報提供

②補足給付の受給判定
・固定資産税課税情報等の照会（前住所地への照会を

含む）・判定

→受給対象の場合、「負担限度額申請」の方法・必要
書類等の案内、申請書の受付等（従来どおり）

→受給対象外の場合、提供機関の選び方等に関する
情報提供（項番２）へ

・前住所地への固定資産課税
情報の照会の手間

申込み前
2

金融機関の選定
リバースモーゲージ利用に関する相談・
カウンセリング・情報提供
〔介護保険者／金融機関〕

・貸付の仕組みや提供機関に
関する情報提供
・個別商品内容の相談・情報
提供
※本人（債務者）や家族（相続
人等）が契約内容を理解し、
納得して選択することで、後日
のトラブルを防止する

①自治体職員より貸付の仕組みの説明、利用意思の確
認
・貸付の制度・仕組みの説明
・対象地域で利用できる金融機関および商品の情報提
供

○自治体職員による貸付の仕組
みの説明
・保険者エリア内の提供機関・商

品の把握・理解

・リバースモーゲージの仕組み・リス

ク等の理解

○高齢者との安全な取引ルール
の確立
・高年齢の高齢者､要介護の高

齢者、認知症の場合の取引

ルールの確立

→成年後見制度を活用した取
引手法の確立

○法定相続人に対する確認・説
明
・相続予定者が複数名の場合の

カウンセリング・同意取付ルール

の確立

②金融機関職員が申込者（本人）に対しカウンセリング実
施
【カウンセリング（例）】
・資金使途に関する事項
・金利方式とそれに伴うリスクに関する事項
・利払い方式、返済方法等に関する事項
・抵当権の設定に関する事項
・契約満了時の物件処分等の方法、処分後の残債務
に関する事項

③金融機関より家族（法定相続人）に対しても同様のカウ
ンセリング実施

3
融資の申込受付
〔金融機関〕

・申込資格の確認
・借入意思の確認

○申請書類の限定、書式等の
統一化

不動産貸付事業の実施上の手続き的課題

平成27年度老健事業（高齢者の所有する不動産の流動化に関する調査研究） 野村総合研究所 27



28

手続き
〔対応主体〕

手続きのポイント 具体的な手続きイメージ 課題

審査

4
融資審査
〔金融機関〕

・返済能力の審査
・その他要件の適用状況の審
査

○金融機関による審査

○政策的に必要性の高い層（低
所得者等）へ必要な資金供給
可否（借入れ可能額が低い場
合の代替手段の確保）

5
担保評価
〔金融機関〕

・担保評価の実施 ○金融機関による独自の審査
○建物・マンション等の評価方法
の確立

○保証機能の創設等による金融
機関のリスク軽減
・充分な借入額ができるようにす
るための保証
・利用できないエリアをなくすため
の保証
・不適格物件（旧耐震基準物件
等）の扱いの検討

6
保証
〔金融機関〕

・保証人(機関）の選定
保証人は不要としているところが多い（ただし、共有者には

物上保証人とすることが一般的）

※融資保険制度の利用もあり

融資実行 7
融資の契約・資金実行
〔金融機関〕

・金銭消費貸借契約
・抵当権設定契約

債務者等を金融機関へ来店させ、契約を締結
○コーディネーター/公証人等によ
る協議支援の仕組みの検討

債権管理

8
毎月の返済開始
〔金融機関〕

（利息については返済する場
合）毎月返済

9
融資先の安否確認
〔介護保険者／金融機関〕

・一定期間ごとに生存確認を実
施

・金融機関は年１回以上、融資先（債務者及び連帯債

務者）へ連絡をし、面談、電話、往復はがき等により安

否確認を実施

○安否確認等の仕組みの確立
・自治体・介護事業者等との連
携による安否確認にかかる金融
機関の手間の削減
・死亡等の事実を金融機関が速
やかに把握できるような仕組み
の検討

10
担保管理
〔金融機関〕

・担保物件の評価を定期的に
洗い替え

・融資の形態によっては、担保評価を定期的に行う
○認定を受けた金融機関からの
登記情報等の閲覧・参照の簡
易化

11

本人(債務者）の死亡（デフォルト事由
の発生）

〔介護保険者／金融機関〕

・相続人等による利用者の死亡
事実の通知

①相続人等から役所への死亡届の提出 ○死亡情報通知の仕組みの確
立
・死亡等の事実を金融機関が速

やかに把握できるような仕組み

の検討

②金融機関への死亡事実の通知

12
相続人との交渉
〔金融機関〕

・相続人に対して全額繰上返

済の意思確認

・困難な場合、任意売却か抵

当権実行を検討

・金融機関は、デフォルト発生日以後、相続人に対して融
資金の全額繰上返済の意思の確認を行う
・（連帯債務となっていない）配偶者の場合は、引っ越し等
のために最長３年間は抵当権の実行等を留保し、居住
継続を認める場合あり

○コーディネーター/公証人等によ
る協議支援の仕組みの検討

債権回収

13

任意売却実施

または

抵当権の実行

〔金融機関〕

・相続人と交渉し、任意売却を

実施（相続人から協力が得ら

れない場合等、競売を申立）

・債権回収については、金融機関で行うこともあるが、最近

はサービサー等へ委託するケースも多い

14
残債務の請求
〔金融機関〕

・任意売却、抵当権実行後の残債務につき相続人に対

して請求を行う

○保証機能の創設による金融機
関のリスク軽減を通じノンリコー
スの要件化

平成27年度老健事業（高齢者の所有する不動産の流動化に関する調査研究） 野村総合研究所



費用負担（総報酬割・調整交付金等）
（参考資料）

社会保障審議会
介護保険部会（第61回） 参考資料２

平成28年８月19日



・第1号被保険者に占める75歳以上
の高齢者の割合、所得段階別の割
合等に応じて調整交付

第1号保険料
【65歳以上】

22％（2.1兆円）

国庫負担金【調整交付金】
5％（0.5兆円）

国庫負担金【定率分】
20％（1.8兆円）

都道府県負担金
12.5％（1.4兆円）

・第2号保険料の公費負担（0.6兆円）
協会けんぽ（国：0.2兆円 16.4%）
国保（国：0.3兆円 都道府県：0.1兆円）

・第1号・第2号保険料の割合は、
介護保険事業計画期間（3年）
ごとに、人口で按分

・施設の給付費の負担割合
国庫負担金（定率分）15％
都道府県負担金 17.5％

市町村負担金
12.5％（1.2兆円）

第2号保険料
【40～64歳】

28％（2.7兆円）

公 費 50％保険料 50％
平成２７年度から保険料の
低所得者軽減強化に別枠
公費負担の充当を行い、こ
の部分が公費（国・都道府
県・市町村）となる

※数値は端数処理をしているため、合計が一致しない場合がある。

（28年度予算 介護給付費：9.6兆円）
総費用ベース：10.4兆円

介護保険の財政構成と規模
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６．９
兆円

６．７
兆円

（注）2000～2013年度は実績、2014～2016年度は当初予算である。

○ 総費用

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

５．７
兆円

３．６
兆円

４．６
兆円

５．２
兆円

６．２
兆円

６．４
兆円

６．４
兆円

(12年度)   (13年度) (14年度) (15年度)  (16年度)   (17年度) (18年度)  (19年度)   (20年度)   (21年度)  (22年度)   (23年度)  (24年度) （25年度） （26年度） (27年度) (28年度)

７．４
兆円

２，９１１円

○ 65歳以上が支払う保険料 〔 全国平均 ( 月額・加重平均 ) 〕

８．２
兆円７．８

兆円

介護保険の総費用（※）は、年々増加

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。

８．８
兆円

９．２
兆円

１０．０
兆円

１０．１
兆円

2

３，２９３円
(＋１３％)

４，０９０円
(＋２４％)

４，１６０円
(＋１.７％)

４，９７２円
(＋２０％)

５，５１４円
(＋１１％)

第1期（H12～14年
度）

（2000~2002）

第6期（H27～29年
度）

（2015~2017）

第5期（H24～26年
度）

（2012~2014）

第4期（H21～23年
度）

（2009~2011）

第3期（H18～20年
度）

（2006~2008）

第2期（H15～17年
度）

（2003~2005）

１０．４
兆円

介護費用と保険料の推移



○ 脳血管疾患の入院受療率（対人口10万人）

1 2 4 7 13 24 40 63 94

419

0

100

200

300

400

500

（平成26年患者調査）

○ 悪性新生物による死亡率（対人口10万人）
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312.3
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（平成26年人口動態統計）

○ ２号被保険者の特定疾病の内訳

特定疾病 認定件数の割合 特定疾病 認定件数の割合

筋萎縮性側索硬化症 1.4% 糖尿病合併症 6.1%

後縦靱帯骨化症 1.2% 脳血管疾患 50.2%

骨折を伴う骨粗鬆症 1.3% パーキンソン病関連疾患 4.0%

多系統萎縮症 1.4% 閉塞性動脈硬化症 0.5%

初老期における認知症 7.2% 関節リウマチ 3.6%

脊椎小脳変性症 2.6% 慢性閉塞性肺疾患 0.7%

脊柱管狭窄症 3.0% 変形性関節症 2.7%

早老症 0.1% がん（末期） 13.5%

年齢別の受療率等
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介護保険制度案大綱における記載
○ 介護保険制度案大綱（平成８年６月６日厚生省発政第14号 老人保健福祉審議会長あて
厚生大臣諮問）（抄）

Ⅰ 介護保険制度の基本的考え方と実施のための条件整備
１．介護保険制度の基本的考え方

（５） 介護サービスに要する費用は、社会保障制度により高齢者、現役世代、事業主等が連帯して支え
合うこととし、国及び地方公共団体による公費負担も適切に組み入れることとする。

Ⅱ 介護保険制度の骨格
３．被保険者

（１）基本的な考え方

○ 高齢者介護が大きな社会問題となっている状況を踏まえ、介護保険制度は、老化に伴う介護ニー
ズに適切に応えることを目的とする。障害者福祉（公費）による介護サービスについては、障害者プラ
ンに即して、引き続き充実を図るものとする。

（２）介護保険制度における被保険者の範囲

○ 介護保険が対象とする老化に伴う介護ニーズは、高齢期のみならず中高年期においても生じうるこ
と、また、40歳以降になると一般に老親の介護が必要となり、家族という立場から介護保険による社
会的支援という利益を受ける可能性が高まることから、40歳以上の者を被保険者とし、社会連帯に
よって介護費用を支え合うものとする。
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（３）被保険者の区分
○ 給付や負担面の違いなどを踏まえ、被保険者は65歳以上の者（第１号被保険者）と40～64歳の者
（第２号被保険者）に区分する
① 介護保険においては、要介護リスクの高まる65歳以上の高齢者が自らの要介護リスクについて共
同連帯により助け合うとともに、40～64歳の者は、自らの老化に伴う要介護リスクに備える他、社会
的扶養の観点から費用を負担する。

② 負担の面では、高齢者は中心的な受給者であることから、その居住する地域で受けた介護サービ
スの水準に応じて保険料を負担することが考えられる。これに対し40～64歳の者は全国共通のルー
ルによって費用を負担する仕組みとする。

４．介護給付

（１）受給者

○ 被保険者であって、老化に伴い介護が必要となった者（要介護者）を受給者とし、いわゆる虚弱老人
（要支援者）も寝たきり予防等の観点から必要なサービス（予防給付）を提供する。

第１号被保険者の場合は、高齢者であることから、その原因を問わず要介護者及び要支援者は一般
的に介護保険の対象となる。

第２号被保険者については、老化に伴う介護という観点から、具体的な対象範囲を定める。（それ以
外のケースは、障害者福祉施策による介護サービスの対象とする。）

５．費用負担

（１）費用負担の区分
○ 介護費用の負担区分は、次のとおりとする。
① 第１号被保険者及び第２号被保険者の負担 介護給付費総額の１／２
② 公費負担 介護給付費総額の１／２

○ 第１号被保険者と第２号被保険者の負担割合については、両者の一人当たり負担額が同水準とな
るように設定する。 5



（３）第２号被保険者の費用負担
① 保険料の算定方法と医療保険者による一括納付

○ 第２号被保険者は、自らの介護リスクに備えるとともに、社会的扶養の考え方に基づき費用を負担
する。第２号被保険者は就労や所得形態が多様であることから、確実かつ効率的な徴収を確保する
ため、各医療保険者が自らの保険に加入している第２号被保険者の負担すべき費用を一括納付す
る方法を採用する。

○ 医療保険者が一括納付する金額は、国が介護保険法に基づき介護給付費総額を基に定める第２
号被保険者の一人当たり基準負担額に、各医療保険に加入している第２号被保険者数を乗じた金額
とする。各医療保険者は、医療保険各法の定めるところにより、これに係る費用を介護保険料として
医療保険料と一体的に徴収する。
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（介護給付費の28% ÷第２号被保険者数＝第２号被保険者１人当たり保険料額）
②第２号被保険者一人あたりの保険料額を計算

第２号被保険者
の保険料

第１号被保険者
の保険料

市町村
負担金

都道府県
負担金

12.5%

国

25%

12.5%

22%

（参考）協会けんぽと健保組合における介護保険料率の比較

①第２号被保険者（40~64歳）は給付費の28%を負担

協会けんぽ健保組合 共済組合国 保
など

⑤社会保険診療報酬支払基金に納付

市 市 町 町 村 村

③被保険者数に応じて負担

④各医療保険者が医療保険料と一体的に徴収

⑥各市町村に交付（各市町村の介護給付費の28%分）

28%

介護納付金の総報酬割について
○ 40～64歳が負担する保険料については、その加入する医療保険の加入者数である第２号被保険者の人数に応じて負担す
る介護納付金の額が決められる仕組みとなっている。
○介護納付金の総報酬割は、これを、被用者保険（協会けんぽ、健保組合、共済組合）間では報酬額に比例した負担にする仕組み。

［介護納付金の仕組み］

被用者保険間では報酬額に比例して
負担する仕組みに改める＝総報酬割

平成２６年度介護保険料率

協会けんぽ １.７２%

健保組合 １.４０%

※健保組合については、予算早期集計において報告のあった組合（1409組合）ベースの速報値

介護納付金の仕組みと総報酬割

7



○ 医療保険者による共同事業としての性格を持つ老人保健事業、被用者OBの医療費を被用者保険の保険者が負担
する退職者医療制度に対して、介護保険については、介護保険第２号被保険者が自らの保険料を負担しており、これ
らの制度と性格を異にしている。このため、これらの制度の保険者の負担が「拠出金」とされている一方で、介護保険
制度においては、他制度に対する「納付」という意味で「納付金」という名称とされている。

○ 拠出金の算出に当たっては、老人保健制度においては各保険者の老人医療費の水準、退職者医療制度において
は各保険者の財政力といったように、保険者毎の指標が用いられていた。一方、介護納付金については、全国一律
の負担とし、被保険者一人当たりの基準額に当該保険者における第２号被保険者数を乗じて算出している。

○ 後期高齢者医療制度における後期高齢者支援金については、介護納付金と類似した算出方法を採っていたが、平
成22年度から１／３総報酬割、平成29年度から全面総報酬割となる。
※ 現在、暫定的にその１／３を被用者保険の保険者についてその総報酬に応じたものとする措置が講じられている

各保険者の拠出金額 ＝ 当該保険者の老人医療費 × × （１－公費負担割合）
老人加入率の全国平均

当該保険者の老人加入率

【老健拠出金】

各保険者の拠出金額 ＝ 当該保険者の標準報酬総額 ×
各市町村における拠出対象額（※）の合計額

被用者保険全保険者の標準報酬総額

※ 拠出対象額＝被用者OBの医療費－被用者OBの国保保険料・自己負担＋被用者OBに係る老健拠出金額

【療養給付費等拠出金（退職者医療）】

【介護納付金】

各保険者の納付金額 ＝ × 当該保険者の第２号被保険者数

すべての市町村の医療保険納付対象額
＋介護予防事業等医療保険納付対象額※

各保険者の第2号被保険者の総数
※ 保険給付費と介護予防事業等に要する費用に第２号保険料の負担率（２８％）を乗じたもの

【後期高齢者支援金】

各保険者の支援金額 ＝ × 当該保険者の加入者数

すべての広域連合の
保険納付対象額の総額※

すべての保険者の加入者数

※ 保険納付対象額：後期高齢者の医療給付費×（１－公費負担割合－後期高齢者の負担率）

介護納付金等の算定方法

8



第１号保険料(６５歳～)
の１人当たり月額

(基準額の全国平均)

第２号保険料(４０歳～６４歳)
の１人当たり月額

(事業主負担分、公費分を含む)

第１期

平成１２年度

２，９１１円

２，０７５円

平成１３年度 ２，６４７円

平成１４年度 ３，００８円

第２期

平成１５年度

３，２９３円

３，１９６円

平成１６年度 ３，４７４円

平成１７年度 ３，６１８円

第３期

平成１８年度

４，０９０円

３，５９５円

平成１９年度 ３，７７７円

平成２０年度 ３，９４４円

第４期

平成２１年度

４，１６０円

４，０９３円

平成２２年度 ４，２８９円

平成２３年度 ４，４６３円

第５期

平成２４年度

４，９７２円

４，６２２円

平成２５年度 ４，８７１円

平成２６年度 ５，１２５円

第６期

平成２７年度

５，５１４円

５，１７７円

平成２８年度

( 9月まで)５，３５２円

(10月以降)５，３４７円〔国保〕

( 〃 )５，４３２円〔被用者保険〕

平成２９年度

第２号保険料の推移

9（注）第２号保険料の１人当たり月額については、平成２６年度までは確定額、平成２７年度以降は予算における見込額
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健保組合（単純平均）

協会けんぽ（全国健康保険協会）

563万円
差額

差額

○ 平成15年度より総報酬制へ移行してから、保険料の基礎となる報酬水準の格差が拡大。

注１：平成元～14年度は、被保険者１人当たり標準報酬月額を単純に12倍。15年度以降は、賞与を含む被保険者１人当たり標準報酬総額。
注２：健康保険組合は平成25年度までは実績、平成26年度は決算見込、平成27年度は予算ベースによる。
注３：協会けんぽは平成27年度まで実績ベースによる。

379万円

（万円）

（年度）

１84万円４４１万円

３４４万円

９７万円

協会けんぽと健保組合の報酬水準の推移
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（注） 健保組合の保険料率について、平成１２年～２５年度は決算、平成２６年度は決算見込、平成２７年度は予算ベースによる。
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協会けんぽ

協会けんぽ・健保組合の介護保険料率の推移
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協会けんぽと健保組合の年齢別平均総報酬額を比較すると、介護保険第２号被保険者
に該当する年齢層（４０～６４歳）で特に差が大きくなっている。

（注）健康保険被保険者実態調査（平成２６年）より作成

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

健保組合の平均総報酬額

協会けんぽの平均総報酬額
全年齢での比率

協会けんぽと健保組合の年齢別平均報酬の比率
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（%
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協会けんぽ（平均）

健保組合（平均）

（※１）平成15年度に保険料率が下がっているのは、総報酬制（賞与にも月収と同じ保険料率を賦課）の導入によるもの（政管健保で
は、実質的に0.7％の保険料率の引上げ）。

（※２）健康保険組合の保険料率（調整保険料率含む）は、12年度～25年度は決算、26年度は決算見込、27年度は予算ベースによる。

協会けんぽ・健保組合の健康保険料率の推移
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1人当たり介護保険料負担割合の高い健保組合と低い健保組合の推移

1人当たり介護保険料負担割合の高い10健保組合の平均

1人当たり介護保険料負担割合の低い10健保組合の平均

14

（注）1人当たり介護保険料負担割合＝ 第2号被保険者1人当たり介護保険料月額×12/第2号被保険者1人当たり報酬額（年額）



○ 介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成27年
厚生労働省告示第70号）（抄）

市町村介護保険事業計画作成委員会等の開催

介護保険事業の運営及び地域包括ケアシステム構築については、幅広い関係者の
協力を得て、地域の課題や目指すべき方向性を共有し、地域の実情に応じたものとす
ることが重要である。

このため、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表者（第一号被
保険者及び第二号被保険者を代表する者をいう。以下同じ。）、介護給付等対象サー
ビス利用者、費用負担関係者等の中から市町村の判断により参加者を選定し、市町村
介護保険事業計画作成委員会等を開催すること。この場合においては、事務を効率的
に処理するため、既存の審議会等を活用しても差し支えない。

都道府県介護保険事業支援計画作成委員会等の開催

介護保険事業の運営及び地域包括ケアシステム構築のための支援については、幅広い
関係者の協力を得て、地域の実情に応じたものとすることが重要である。

このため、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表者、介護給付等対
象サービス利用者、費用負担関係者等の中から都道府県の判断により参加者を選定し、
都道府県介護保険事業支援計画作成委員会等を開催することが重要である。この場合に
おいては、事務を効率的に処理するため、既存の審議会等を活用しても差し支えない。

基本指針における委員会設置等に関する記載

15



都道府県介護保険事業支援計画作成委員会における第２号被保険者代表・第２号保険料負担関係者

１ 「第２号被保険者代表」として選出している参加者

①健保組合、協会
けんぽ、健保組合
の団体

②労働組合 ③経済団体
④公募等による40
～64歳の個人

⑤企業関係
者

⑥その他
⑦第2号被保険者の代
表を選出していない

3 15 3 10 0 10 16

⑥その他

婦人（女性）団体（６）、老人クラブ連合会（３）、認知症の人と家族の会（３）、社会福祉協議会（県・市）、医師会、介護支
援専門員協会、老人保健施設協会、歯科医師会、地域密着型ｻｰﾋﾞｽ協議会、地域活動栄養士連絡協議会、看護協会、
青年団協議会、NPO法人（有償生活支援（子供・高齢者））

２ 「第２号保険料負担関係者」として選出している参加者

①健保組合、協会
けんぽ、健保組合
の団体

②労働組合 ③経済団体
④公募等による40
～64歳の個人

⑤企業関係
者

⑥その他
⑦医療保険関係者や
企業関係者を選出して
いない

4 8 5 4 0 6 26

⑥その他

市長・町村会（３）、労働者福祉協議会、連合婦人会、老人クラブ連合会、認知症の人と家族の会、NPO法人（有償生活
支援（子供・高齢者））

※ 平成28年7月老健局介護保険計画課調べ。数値は第6期計画策定時のものである。 16



0.50%

0.70%

0.90%

1.10%

1.30%

1.50%

1.70%

1.90%

2.10%

2.30%

2.50%

2.70%

現行（加入者割）

総報酬割（1/3導入）

総報酬割（1/2導入）

17

総報酬割を完全導入した場合の
報酬額に対する負担割合
（推定）１．５４％

総報酬割を導入した場合に保険
料率が引き下がると考えられる
組合数：３７９組合（２１５万人）

総報酬割を導入した場合に保険料率が
引き上がると考えられる組合数：
１，０３０組合（９２３万人）

（参考）協会けんぽ

報酬額に対する負担割合：
1.95％（国費充当後1.63％）
被保険者数１，４３７万人

（報酬額に対する
負担割合）

※ 平成２６年度決算見込み額の各健康保険組合の納付金総額を総報酬額で除して推計したものであり、実際の保険料率ではない。

※ 協会けんぽには、船員保険の第２号被保険者を含まない。

健保組合の介護保険料率（介護納付金総額／総報酬額）の分布

未定稿



現行

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月
額）（A）

第2号被保険者
一人当たり報酬額
（年額）（B）

（A）x12／（B）

健保組合
（全組合（1,408組合）
平均）

5,125円 456万円 1.35％

協会けんぽ
国庫補助が
ない場合の負担額。
（）内は実際の負担額

5,125円
（4,284円） 315万円 1.95％

（1.63％）

共済組合
（全組合（85組合）平均） 5,125円 553万円 1.11％

○ 健保組合・協会けんぽ・共済組合の比較

現行

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月額）
（A）

第2号被保険者
一人当たり報酬額
（年額）
（B）

（A）x12／（B）

上位10組合平均

5,125円
841万円 0.73％

下位10組合平均 270万円 2.28％

○ 健保組合内でも、組合によって負担能力は様々

※ 平成26年度決算見込み数値データによる試算。
※ 被扶養者の報酬を「０」とみなして第２号被保険者の一人当たりの報酬額を算定している。
※ 健保組合については、特定被保険者（第２号被保険者に該当しない被保険者であって、第２号被保険者である被扶養者がある者）を除外して試算している。
※ 協会けんぽには、船員保険の第２号被保険者を含まない。

総報酬割とした場合

報酬額に対す
る負担割合

(C)

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月額）

(B)X(c)/12

1.54％

5,852円
【+727円】

4,043円
【-241円】

※実際の負担額との差

7,097円
【＋1,972円】

総報酬割とした場合

報酬額に対す
る負担割合

(C)

第2号被保険者
一人当たり負担額
（労使含めた月額）

(B)X(c)/12

1.54％

10,793円
【+5,668円】

3,465円
【-1,660円】

介護納付金に総報酬割を導入した場合の負担の変化
（現行制度における第２号被保険者一人当たりで見た負担額と報酬額の比較）

18
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健保組合 共済 協会けんぽ 合計被保険者人数

負担増 １，０３０組合（９２３万人） ８４組合（３４９万人） ０団体 １，２７２万人

負担減 ３７９組合（２１５万人） １組合（１万人） １団体（１，４３７万人） １，６５３万人

○総報酬割を導入した場合の各保険者の負担額変化

○総報酬割を導入した場合に負担増・減となる保険者数（被保険者人数）

※ 平成26年度決算見込み数値データによる試算。
※ 被扶養者の報酬を「０」とみなして第２号被保険者の一人当たりの報酬額を算定している。
※ 健保組合については、特定被保険者（第２号被保険者に該当しない被保険者であって、第２号被保険者である被扶養者がある者）を除外して試算
※ 協会けんぽには、船員保険の第２号被保険者を含まない。 19

協会けんぽ
国庫補助額
（加入者割分の

16.4％）
（国費充当後） 健保組合 共済

現行
（加入者割）

納付額 ８,８４０億円 １，４５０億円 ７,３９０億円 ７，０００億円 ２,１５０億円

報酬額に対する
負担割合

１．９５％ － １．６３％ １．３５％ １．０９％

総報酬割
（１／３導入）

納付額
８,２２０億円
（－６２０億円）

９７０億円
（－４８０億円）

７,２５０億円
（－１４０億円）

７,３２０億円
（＋３２０億円）

２,４５０億円
（＋３００億円）

報酬額に対する
負担割合

１．８１％
（－０．１４％）

－
１．６０％
（－０．０３％）

１．４２％
（＋０．０７％）

１．２４％
（＋０．１５％）

総報酬割
（１／２導入）

納付額
７,９１０億円
（－９３０億円）

７３０億円
（－７２０億円）

７,１８０億円
（－２１０億円）

７,４９０億円
（＋４９０億円）

２,６００億円
（＋４５０億円）

報酬額に対する
負担割合

１．７５％
（－０．２０％）

－
１．５９％
（－０．０４％）

１．４５％
（＋０．１０％）

１．３２％
（＋０．２３％）

総報酬割
（全面導入）

納付額

６，９７０億円 ０円 ６，９７０億円
７,９８０億円
（＋９８０億円）

３,０４０億円
（＋８９０億円）（－１,８７０億円） （－１，４５０

億円）
（－４２０億円）

報酬額に対する
負担割合

１．５４％ １．５４％
（＋０．１９％）

１．５４％
（＋０．４５％）（－０．４１％） － （－０．０９％）

未定稿



75歳以上の医療給付費に係る費用負担の仕組み

被保険者
（75歳以上）

各医療保険（健保、国保等）

の被保険者（0～74歳）

患者

負担

公費（約５割）
〔国：都道府県：市町村＝４：１：１〕

高齢者の
保険料
約１割

支援金
（現役世代の保険料）
約４割

○ 75歳以上の医療給付費は、高齢者の保険料（約1割）、現役世代の保険料による後期高齢者支援金（約4割）、公費（約
5割）により支える仕組み。

○ このうち現役世代の保険料による支援金については、原則、各保険者の加入者数（0～74歳）で按分しているが、被用
者保険者の財政力にばらつきがあることから、加入者数に応じた負担では、財政力が弱い保険者の負担が相対的に重く
なる。

○ このため、財政力の弱い協会けんぽの財政支援を行うとともに、負担能力に応じた費用負担とする観点から、被用者保
険者間の按分について、3分の1を総報酬割、3分の2を加入者割とする負担方法を導入（国保と被用者保険の間では、加
入者割を維持）。【平成22年度から24年度に実施、平成25・26年度延長】

加入者割から３分の１総報酬割、全面総報酬割にした場合の
所要保険料率の変化（イメージ）

被用者保険者分の
支援金について、
1/3を総報酬割で
算定

（25・26年度延長）

保
険
料

３分の１総報酬割

加入者割保
険
料

医
療
サ
ー
ビ
ス

支援金内訳
（平成26年度予算）
（1/３総報酬割の場合）
協会けんぽ2.0兆円
健保組合1.8兆円
共済組合0.6兆円
市町村国保等1.7兆円

３．２％

０．９％

５７７万円
（Ｃ保険者）

１７４万円
（Ａ保険者）

所要保険料
率

２５８万円
（Ｂ保険者）

２．８％

１．３％

（注）平成26年度賦課ベース。所要保険料率とは、支援金を賄うために必要な保険料率。

全面総報酬
割

２．１％

３．４倍
２．１倍 １．０倍

２１８万円
（協会けん
ぽ）

加入者一人当た
り
報酬額

後期高齢者支援金の総報酬割
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後期高齢者支援金の負担方法（加入者割と総報酬割の違い）

≪全面加入者割の場合≫

○ 加入者数に応じて負担するため、Ａ保険者
とＢ保険者は１：１（1,000人：1,000人）の割合
で負担。

Ａ保険者 Ｂ保険者

支援金負担総額 5,000万円 5,000万円

加入者１人当たり
支援金負担額
（支援金負担総額
÷加入者数）

50,000円 50,000円

所要保険料率
（支援金負担総額
÷総報酬額）

3.33％ 0.83％

≪全面総報酬割の場合≫

○ 総報酬額に応じて負担するため、Ａ保険者
とＢ保険者は１：４（15億円：60億円）の割合
で負担。

財政力の弱い組合の負担が大きくなる。

同
じ

Ａ保険者 Ｂ保険者

加入者数 1,000人 1,000人

加入者１人当たり報酬額 150万円 600万円

総報酬額 15億円 60億円

Ａ保険者 Ｂ保険者

支援金負担総額 2,000万円 8,000万円

加入者１人当たり
支援金負担額
（支援金負担総額
÷加入者数）

20,000円 80,000円

所要保険料率
（支援金負担総額
÷総報酬額）

1.33％ 1.33％

○ Ａ保険者とＢ保険者とで、後期高齢者支援金１億円を
負担する場合を想定。

○ 全面加入者割の場合は、加入者数に応じて負担する
ため、財政力の強弱が考慮されない。

○ 全面総報酬割の場合は、総報酬額に応じて負担する
ため、財政力に応じた負担となる。

財政力に応じた負担となる。

同
じ

同
じ

４
倍

４
倍

４
倍

＜モデル例＞

※前期財政調整における後期支援金部分は考慮をしていない。
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・報酬水準の
高い健保組合

・協会けんぽ
・報酬水準の
低い健保組合

○被用者保険者の後期高齢者支援金について､より負担能力に応じた負担とする観点から､総
報酬割部分を平成27年度に2分の1､平成28年度に3分の2に引き上げ､平成29年度から全面
総報酬割を実施

○あわせて、全面総報酬割の実施時に、前期財政調整における前期高齢者に係る後期高齢者
支援金について、前期高齢者加入率を加味した調整方法に見直す

被用者保険者間
の格差解消

各医療保険（健保、国保等）

の被保険者（0～74歳）

患者
負担
1.2兆円

公費 7.1兆円
約５割 国：都道府県：市町村 ＝ ４：１：１

高齢者の
保険料 1.2兆円
約１割

後期高齢者支援金 6.3兆円
（現役世代の保険料）
約４割

支援金内訳
（平成28年度予算）
（2/3総報酬割の場合）
協会けんぽ ２.０兆円
健保組合 ２.０兆円
共済組合 ０.６兆円
市町村国保等 １.６兆円

支援金

支援金
後期高齢者支援金を
各保険者で按分

【後期高齢者医療制度の医療費の負担の仕組み】 後期高齢者支援金の全面総報酬割の実施

〔保険者の総報酬額の多寡に応じて支援金を負担〕

医療
費
16.3兆円

保
険
料

支援金の減

支援金の増
協会けんぽへの
国庫補助額
▲2400億円

高齢者医療における後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入
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２．総報酬割に関するこれまでの議論

（介護納付金の総報酬割導入）

○ 事務局からは、
現在の40～64歳が負担する第２号保険料は、その加入する医療保険の加入者数に応じて負担する介護納付金の額が決められてい
るため、２号被保険者1人当たりの報酬額の高い医療保険者は低い保険者と比較して、報酬額に対する介護保険料の割合が低率と
なっているとの説明とともに、
今後高齢化の進行に伴って増加する介護費用を公平に負担する観点から、応能負担の要素を強化し、介護納付金の負担を加
入者の報酬に応じたもの（総報酬割の導入）とすることが必要ではないかとの問題提起があった。

○ これに対し、

負担能力に差のある共済・健保組合と協会けんぽの間の負担の公平化を図り、制度の持続可能性を確保すべきであること、

介護給付との結びつきが薄い２号被保険者に多額の保険料を課することへの疑問が呈されているが、家族の介護負担の軽減
という恩恵は受けているので、やはり負担の応能性を高める観点から導入すべきであること、

予防効果のある給付に重点を置いていくことや所得の高い高齢者の利用者負担の引上げと併せて負担に理解を得られないか
ということ、

若年世代間の負担の公平化は、国庫負担にできるだけ依存しない形を目指し、２号被保険者の間でその負担をよりよく分か
ち合う仕組みとすべきであること、

介護報酬の地域区分の見直しと併せて相対的に所得の高い都市部の２号被保険者に負担能力に応じた負担を求めることは合
理的と考えられること

など、負担の応能性を高めることが公平性を高めるとの立場や処遇改善の財源確保により介護サービスの円滑な提供を確保
すべきとの立場から賛成する意見が多く見られた。

（続く）

「社会保障・税一体改革における介護分野の制度見直しに関するこれまでの議論の整理 」
（社会保障審議会介護保険部会 平成23年11月30日）

これまでの審議会とりまとめでは、賛成意見が多く見られるものの、健康保険組合連合会や経済界からの強い反対意
見があり、両論併記の形で将来の検討課題としている。

総報酬割に関するこれまでの議論
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○ 一方、
制度発足時に社会的扶養の側面も有する現役世代についての費用負担のあり方を加入者割とした考え方を尊重すべきである
こと、総報酬割はこの考え方を根本から変えるものであり、給付と負担のあり方について十分な議論が必要であること、

総報酬割の導入は応能性の強化というものの、介護職員の処遇改善の財源確保の辻褄合わせに他ならず、その前に給付の重
点化、費用の伸びの抑制に注力すべきであること、

経済全体で賃金水準が低下している中で、拡大を続ける介護分野に対する処遇改善の原資を総報酬割の導入で得られる財源
を転用して賄えば、他の産業から追加的な負担を求めることになること、

第２号被保険者は介護給付を受けることが極めて希であるにもかかわらず、総報酬割で重い負担を強いられるものが発生す
ることに事業主や被保険者の理解は得られないこと

など、社会保障負担の増加する現役世代の保険料負担とこれに伴う雇用への影響に配慮すべきとの立場から、強い反対意見
があった。

４．介護納付金の総報酬割
○ 第2 号被保険者の加入する医療保険者が負担する介護納付金については、現在、各医療保険者に加入する第2 号被保険者の人数
に応じ按分しており、負担の公平化の観点から、被用者保険について、各保険者の総報酬額に応じたものとしていくことが当部会でこれ
までも議論されてきた。

○ 今回の審議でも、
・ 社会保険制度における負担の公平性を考えれば所得に応じた負担とするのが基本である

・ 制度創設時は加入者割で始まったが、現在に至り、比較的報酬の低い協会けんぽの負担が相対的に重くなっており、被用者保険内
で負担能力に応じた負担をしていく方向に改めるほうがより適切である
・ 第2 号被保険者は自身の親の介護で間接的に介護保険制度の恩恵を受けていることから総報酬割を導入すべき
・ 総報酬割の導入には賛成だが、第2号被保険者の保険料が過度に引き上がらないようにするためにも、一定所得以上の高齢者に対
する利用者負担を2割に引き上げることや補足給付の資産勘案といった対応もセットで行うべき
など、総報酬割導入に賛成する意見が多かった。

（続く）

介護保険制度の見直しに関する意見
（社会保障審議会介護保険部会 平成25年12月20日）
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○ 一方、
・ 世代間扶養の意味合いを持つ2号保険料については、費用負担者の理解を得られる公平な負担方法として、制度発足時に加入者
割とされたのであり、これを総報酬割に変更することは当初の理念を逸脱するのではないか
・ 総報酬割導入によって協会けんぽへの国庫補助約1，200億円が削減されるが、これは国の負担を健保組合に転嫁させているので
はないか

・ 健保組合全体の介護保険料率（単純平均）と協会けんぽの介護保険料率を比較すると、近年その差は縮小しているという実態もあ
る

・ 健保組合は加入者の健康保持・増進のために特定健診・特定保健指導をはじめとする保健事業に積極的に取り組んでおり、健康寿
命の延伸や介護予防にもつながっているので、介護保険制度においても健保組合の保険者機能は評価されるべき

・ 医療保険を含めて現役世代の負担は既に限界に来ており、総報酬割による公平性の確保を図る以前に、制度全体の財政負担構造
を見直し、現役世代の負担を相対的に減らしていくことが必要である

・ 効率化・重点化に向けた絵姿が示されないまま野放図に介護給付費・保険料負担が膨らむことを非常に懸念しており、増加する負
担をいかに抑えていくかという議論があって然るべき
など、強い反対意見があった。

○ 介護納付金の総報酬割の導入については、後期高齢者医療制度における後期高齢者支援金の全面総報酬割の検討状況も踏まえ
つつ、引き続き、検討を行っていく必要がある。
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家族の介護・看護を理由とする離職・転職者数

77.8 82.9 83.2 85.1 

119.2 

71.5 65.7 
77.7 65.9 

81.2 

14.7 
16.0 20.4 19.1 

25.6 

17.1 
16.1 

20.9 

18.4 

19.9 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

平成14年10月
～15年9月

平成15年10月
～16年9月

平成16年10月
～17年9月

平成17年10月
～18年9月

平成18年10月
～19年9月

平成19年10月
～20年9月

20年10月
～21年9月

21年10月
～22年9月

22年10月
～23年9月

23年10月
～24年9月

男性

女性

○ 家族の介護・看護を理由とする離職・転職者数（性別）

(88.5)
(81.9)

(98.6)

(84.2)

(144.8)

(104.3)(103.5)(98.9)
(92.5)

資料出所：総務省「平成24年就業構造基本調査」（平成19年、24年）

(101.0)
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9,400 9,200 13,800 11,500 14,000 9,800 8,900 12,000 10,800 10,700 

24,300 23,900 
21,900 

20,400 
26,000 

17,400 19,900 
20,400 16,900 17,500 

2,100 3,100 3,600 
5,000 

8,000 

3,500 4,600 
5,900 

4,700 7,000 

42,100 
50,100 

51,100 56,900 

80,400 

45,700 40,800 

51,100 

42,100 

58,400 

1,600 

800 
1,300 

1,400 

1,000 

1,200 1,200 

800 

800 

1,200 

2,000 

3,100 
2,200 1,600 

3,400 

2,900 1,700 

2,200 

2,700 

1,400 11,100 
9,400 9,700 7,400 

12,000 

8,000 
4,700 

6,200 

6,300 

4,800 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成14年10月～
平成15年9月

平成15年10月～
平成16年9月

平成16年10月～
平成17年9月

平成17年10月～
平成18年9月

平成18年10月～
平成19年9月

平成19年10月～
平成20年9月

平成20年10月～
平成21年9月

平成21年10月～
平成22年9月

平成22年10月～
平成23年9月

平成23年10月～
平成24年9月

女（自営業主・家族従業者）

男（自営業主、家族従業者）

その他（会社などの役員）

女（非正規）

男（非正規）

女（正規）

男（正規）

総数（平成23年10月
～平成24年9月）

男性（正規） 男性（非正規） 女性（正規） 女性（非正規） その他（会社な
どの役員）

男性（自営業主・
家族従事者）

女性（自営業者・家
族従事者）

101,000 10,700 7,000 17,500 58,400 1,200 1,400 4,800

100% 10.6% 6.9% 17.3% 57.8% 1.2% 1.4% 4.8% 

資料出所：総務省「平成24年就業構造基本調査」（平成24年）

○ 家族の介護・看護を理由とする離職・転職者数（就業者 性別・雇用形態別）
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階級別役職者に占める女性割合の推移
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6.5 6.6

7.2 7

8.1 7.9
8.5

9.2％

4.6
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7.8 8.1 8.2 8.1 8.3
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11
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16.2％
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平

成

元

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 26

民間企業の部長相当 民間企業の課長相当 民間企業の係長相当

・厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成
・常用労働者100人以上を雇用する企業に属する労働者のうち、雇用期間の定めが無い者における役職者
（出典） 平成27年度男女共同参画白書（内閣府）

（％）
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要介護認定率に
約７．４倍の差

（※）調整交付金の計算方法
各市町村の普通調整交付金の交付額
＝ 当該市町村の標準給付費額 × 普通調整交付金の交付割合（％）

普通調整交付金の交付割合（％）
＝ ２７％ － （２２％ × 後期高齢者加入割合補正係数

× 所得段階別加入割合補正係数）

国庫負担金

20%

都道府県負担
12.5%

市町村負担

12.5%

第２号保険料
29%

調整交付金
平均5%

１．後期高齢者と前期高齢者の比率の違い

・前期高齢者（６５歳～７４歳）：認定率約４．４％

・後期高齢者（７５歳以上） ：認定率約３２．７％

後期高齢者の構成割合が大きい市町村
→保険給付費が増大 →調整しなければ、保険料が高くなる

２．被保険者の所得水準の違い

所得の高い高齢者が相対的に多い市町村
→ 調整しなければ、同じ所得でも、保険料は低くてすむ
所得の低い高齢者が相対的に多い市町村
→ 調整しなければ、同じ所得でも、保険料は高くなる

【調整交付金の役割】
・ 保険者の給付水準が同じであり、
・ 収入が同じ被保険者であれば、
保険料負担額が同一となるよう調整するもの。

後期高齢者(75歳以上)が多い
保険者
低所得の高齢者が多い保険者

A町

第
１
号
保
険
料

実際は
6,200円

調整交付金が5%
であれば、11,200
円

調整交付金
を多く
（14.5%）
支給

調整交付金の財政調整の例

第
１
号
保
険
料

後期高齢者が少ない保険者
低所得の高齢者が少ない保険者

調整交付金5%で
あれば、4,050円

実際は、4,950円

B市

調整交付
金なし

「後期高齢者比率が高いことによる給付増」と、「被保険者の所得水準が低いことによる収入減」を、国
庫負担金２５％のうち５％分を用いて財政調整。市町村間の財政力の差を解消。

第1号保険料
平均22%

28%

調整交付金
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①後期高齢者の加入割合の調整

後期高齢者の要介護・要支援発生率は、前期高齢者の7.4倍であり、後期高齢者の加入割合によって
給付費に差が生じる。調整交付金によりこの差を調整。

大

後期高齢者
48％

52％
前期高齢者

後期高齢者の割合が高い市町村 後期高齢者の割合が低い市町村

4.4％

全国平均

調整交付金 少

調整交付金

②所得段階別加入割合の調整

低所得者層（第１～第４段階）の加入割合が高い保険者は、全国平均の所得分布の保険料と比較
して、保険料収入が少なくなる。調整交付金によりこの差を調整。

要介護発生率 32.7％
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◎地方創生の観点から、中高年齢者が希望に応じて地方や「まちなか」に移り住み、地域の住民（多世
代）と交流しながら、健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができる
地域づくりを目指す。

有識者会議において
「最終報告」
とりまとめ（平成27
年12月11日）

◎「生涯活躍のまち」の制度化を盛り込んだ「地域再生法の一部を改正する
法律」を公布・施行（平成28年４月20日）

◎関係府省からなる支援チームの立ち上げ（平成28年３月11日）

◎地方創生加速化交付金（27年度補正予算）、地方創生推進交付金（28年
度予算）を通じた先駆的な取組の支援

１．中高年齢者の希望に応じた住み替えの支援
・東京圏等大都市から地方への移住にとどまらず、地域内で近隣から「まちなか」に住み替えるケースも想定。
・入居者は、中高年齢期の早めの住み替えや地域での活躍を念頭に置き、50代以上を中心。
・移住希望者に対し、きめ細やかな支援（事前相談、お試し居住など）を展開。
２．｢健康でアクティブな生活｣の実現
・健康時からの入居を基本とし、健康づくりや就労・生涯学習など社会活動への参加等により、健康でアクティブな
生活を目指す。
３．地域住民（多世代）との協働
・地域社会に溶け込み、入居者間の交流のみならず、地域の若者等多世代との協働ができる環境を実現。
大学等との連携も。
４．｢継続的なケア｣の確保
・医療介護が必要となった時に、人生の最終段階まで尊厳ある生活が送れる「継続的なケア」の体制を確保。
５．地域包括ケアとの連携
・受入れ自治体において、地域包括ケアとの連携の観点から、入居者と地元住民へのサービスが一体的に提供される
環境を整備（既存福祉拠点の活用、コーディネーター兼任等）することが望まれる。
空き家など地域のソフト・ハード資源を積極的に活用することも。

※ 米国等では、高齢者が健康時から介護・医療が必要な時期まで・継続的なケアを受けながら、生涯学習や社会活動に参加できる地域共同体
（Continuing Care Retirement Community)が普及

「生涯活躍のまち（日本版CCRC※）」構想の基本コンセプト
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○ 後期高齢者加入割合は、2013年から2025年にかけて、保険者間のばらつきは縮小されると考えら
れる。したがって、現行の年齢調整方法では、各保険者への交付割合の傾斜が縮小し、十分な財
政調整機能が失われることが懸念される。

○ 後期高齢者のうち、85歳以上の者については、2013年と比較して、全国的に加入割合が高くなる
ものの、保険者間のばらつきは維持される見込みである。

0
100
200
300
400
500
600
700
800

70%～65%～60%～55%～50%～45%～40%～～39%

保
険
者
数

後期高齢者加入割合

2013年 2025年

平均：51.8%
分散：0.0041

平均：59.5%
分散：0.0013

後期高齢者加入割合の分布の推移

保
険
者
数

出典：2040年を見据えた各保険者における今後の介護給付費等の見通しに関する調査研究事業（平成27年度老健事業）

後期高齢者割合の分布の推移
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75～84歳の高齢者加入割合
2013年 2025年

平均：35.4%
分散：0.0011

平均：38.0%
分散：0.0011

75歳以上85歳未満の高齢者加入割合の分布の推移

保
険
者
数

出典：2040年を見据えた各保険者における今後の介護給付費等の見通しに関する調査研究事業（平成27年度老健事業）
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85歳以上の高齢者加入割合
2013年 2025年

平均：16.4%
分散：0.0013

平均：21.5%
分散：0.0014

保
険
者
数

85歳以上の高齢者加入割合の分布の推移
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○ 国立社会保障・人口問題研究所の地域別将来推計人口を基に、2025年における保険者別後期高
齢者加入割合を算出したところ、2013年と比較して、全国的に後期高齢者加入割合が高くなり、保険者
間のばらつきが縮小することが見込まれる。

○ 後期高齢者加入割合の保険者間のばらつきが縮小することで、調整交付金による財政的な恩恵を
受けられる保険者数が減少することを意味しており、保険者数の観点では財政調整機能が弱まると考
えられる。

○また、2025年度になると、2013年と比較して交付割合が4％以上6％未満と全国平均である5％付近の
保険者が増加しており、交付割合の保険者分布が狭まる。

出典：2040年を見据えた各保険者における今後の介護給付費等の見通しに関する調査研究事業（平成27年度老健事業）

※20.5％
(再掲:4％
～6％未満)

※45.2％
(再掲: 4％
～6％未満)

2013年2013年 2025年2025年

調整交付金交付割合の保険者分布の推移
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85歳～
65歳～（第１号被保険者）

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）出生中
位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不
詳人口を按分補正した人口）

（万人）

（万人）

40～64歳（第2号被保険者）

○保険料負担者である40歳以上人口は、介護保険創設の
2000年以降、増加してきたが、2021年をピークに減少する。

○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に増加し
てきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。

〇2030年頃から75歳以上人口は急速には伸びなくなるが、一
方、85歳以上人口はその後の10年程度は増加が続く。

20～39歳

65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。
また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。

2010年 2015年 2025年 2055年

65歳以上高齢者人口（割合） 2,948万人（23.0%） 3,395万人（26.8%） 3,657万人（30.3%） 3,626万人（39.4%）

75歳以上高齢者人口（割合） 1,419万人（11.1%） 1,646万人（13.0%） 2,179万人（18.1%） 2,401万人（26.1%）

今後の高齢化の推移
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2.9%
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13.7%

29.4%
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72.3%

85.6%
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90.0%

65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95-

各年齢階層別
の認定率

６５歳以上全体の認定率：１８．１％

出典：総務省統計局人口推計及び介護給付費実態調査（平成27年10月審査分）

歳以上

７５歳以上全体の認定率：３２．７％

８５歳以上全体の認定率：６０．０％

年齢階級別の要介護認定率の推移

36



３区分へ細分化した場合

現行の２区分

見直しにより、８５歳以上の割合が高い保険者の調整交付割合が上昇し、財政調整を通じた負担軽減が
可能になる。
（例）2025年度における調整交付金の割合

市町村 調整交付金
割合

65～74歳
（65歳以上に占める比率）

75歳以上
（65歳以上に占める比率）

保険料基準額

Ａ県ａ村 11.42% 28.57% 71.43% 12,803円

Ａ県ｐ町 10.03% 31.07% 68.93% 6,296円

Ｂ県ｓ町 9.82% 39.15% 60.85% 9,494円

市町村 調整交付金割
合

65～74歳
（65歳以上に占める
比率）

75～84歳以上
（65歳以上に占める
比率）

85歳以上
（65歳以上に占める
比率）

保険料基準額

Ａ県ａ村 13.63% 28.57% 35.71%
【50%】

35.71%
【50%】

11,188円

Ａ県ｐ町 11.98% 31.07% 36.89%
【53.49%】

32.04%
【46.46%】

5,600円

Ｂ県ｓ町 12.17% 39.15% 30.62%
【50.22%】

30.23%
【49.58%】

8,337円

※【】は75歳以上に占める比率

年齢区分を細かくする場合の例
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出典：2040年を見据えた各保険者における今後の介護給付費等の見通しに関する調査研究事業（平成27年度老健事業）

２段階 ３段階

２段階 ３段階2013年2013年

2025年2025年

○ 2013年の人口に基づき、3区分の年齢調整手法について、現行の2区分による年齢調整手法と比
較したところ、交付割合が4%以上6%未満と全国平均である5%付近の保険者が減少し、交付割合の
保険者分布が広がることが見込まれる。

○ すなわち、年齢調整区分の細分化によって、調整交付金の財政調整機能が回復すると考えられ
る。また、その財政調整機能は2025年においても一定程度維持することが可能であると考えられる。

※17.5％
(再掲:4％
～6％未満)

※30.7％
(再掲:4％
～6％未満)

※20.5％
(再掲:4％
～6％未満)

※45.2％
(再掲:4％
～6％未満)
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← →
後期高齢者が少ない 後期高齢者が多い
低所得者の割合が低い 低所得者の割合が高い

← → ← →
後期高齢者が少ない 後期高齢者が多い 後期高齢者が少ない 後期高齢者が多い
低所得者の割合が低い 低所得者の割合が高い 低所得者の割合が低い 低所得者の割合が高い

５％水準

５％水準

○交付割合の傾斜配分が縮小 ○現在と同程度の傾斜配分を担保

（平成２６年度実績）

２０２５推計
（現行制度）

14.41％

11.42％

13.63％（3区分）

制度改正が
無かった場合

制度改正を

行った場合

２０２５推計
（細分化後）

直近の調整交付割合は最大１４．４％。このまま制度改正がなかった場合、２０２５年には最大１１．４％にまで低下し、そ
の分きめ細かい財政調整ができなくなるが、細分化を行うと最大１３．６％程度となり、現在と同程度の傾斜配分を維持でき
る。

39



2025年の調整交付割合の上位２０保険者

３区分への細分化した場合現行の２区分

調整交付割
合 65～74 75～

保険料基準
額

１ Ａ県 ａ村 11.42% 28.57% 71.43% 12,803 
２ Ｂ県 ｂ村 11.02% 38.00% 62.00% 8,855 
３ Ｃ県 ｃ町 10.75% 29.67% 70.33% 7,641 
４ Ｂ県 ｄ町 10.50% 43.43% 56.57% 11,013 
５ Ｄ県 ｅ村 10.47% 33.33% 66.67% 7,689 
６ Ｅ県 ｆ村 10.43% 25.71% 74.29% 6,547 
７ Ｆ県 ｇ町 10.35% 25.86% 74.14% 8,983 
８ Ｂ県 ｈ町 10.35% 43.48% 56.52% 9,482 
９ Ｄ県 ｉ村 10.33% 32.31% 67.69% 8,944 
１０ Ｃ県 ｊ町 10.26% 33.33% 66.67% 6,380 
１１ Ｇ県 ｋ町 10.15% 35.76% 64.24% 8,954 
１２ Ｂ県 ｌ町 10.14% 38.85% 61.15% 8,810 
１３ Ｃ県 ｍ村 10.07% 34.62% 65.38% 7,839 
１４ Ｅ県 ｎ村 10.05% 28.85% 71.15% 7,360 
１５ Ｄ県 ｏ村 10.05% 33.33% 66.67% 6,109 
１６ A県 ｐ町 10.03% 31.07% 68.93% 6,296 
１７ Ａ県 ｑ町 9.93% 33.33% 66.67% 9,082 
１８ Ｈ県 ｒ町 9.82% 36.63% 63.37% 7,827 
１９ Ｂ県 ｓ町 9.82% 39.15% 60.85% 9,494 
２０ Ｃ県 ｔ町 9.76% 37.21% 62.79% 8,599 

調整交付割合
65～74 75～84 85～

保険料基準
額
効果

１ Ａ県 ａ村 13.63% 28.57% 35.71% 35.71% 11,188 -1,615

４ Ｂ県 ｄ町 13.06% 43.43% 26.77% 29.80% 9,591 -1,422

２ Ｂ県 ｂ村 13.04% 38.00% 32.00% 30.00% 7,877 -978

３ Ｃ県 ｃ町 13.03% 29.67% 35.41% 34.93% 6,683 -958

６ Ｅ県 ｆ村 12.94% 26.47% 35.29% 38.24% 5,667 -880

５ Ｄ県 ｅ村 12.80% 33.33% 33.33% 33.33% 6,712 -977

１１ Ｇ県 ｋ町 12.68% 35.76% 31.25% 32.99% 7,780 -1,174

８ Ｂ県 ｈ町 12.61% 43.24% 28.65% 28.11% 8,434 -1,048

７ Ｆ県 ｇ町 12.60% 25.86% 37.93% 36.21% 8,445 -538

Ｃ県 ｕ村 12.55% 33.33% 33.33% 33.33% 6,481 -1,298

１０ Ｃ県 ｊ町 12.39% 33.56% 34.25% 32.19% 5,654 -726

１２ Ｂ県 ｉ町 12.38% 39.00% 30.89% 30.12% 7,797 -1,013

Ｃ県 ｖ町 12.37% 31.54% 32.89% 35.57% 6,355 -970

１４ Ｅ県 ｎ村 12.31% 28.85% 36.54% 34.62% 6,500 -860

Ｉ県 ｗ町 12.30% 33.33% 31.25% 35.42% 7,270 -1,118

１９ Ｂ県 ｓ町 12.17% 39.15% 30.62% 30.23% 8,337 -1,157

９ Ｄ県 ｉ村 12.05% 31.82% 37.88% 30.30% 8,174 -770

Ｊ県 ｘ村 12.04% 31.58% 32.89% 35.53% 8,402 -672

１６ Ａ県 ｐ町 11.98% 31.07% 36.89% 32.04% 5,600 -696

Ｈ県 ｙ村 11.91% 32.35% 35.29% 32.35% 7,509 -1,094

見直しにより、８５歳以上の割合が高い保険者の調整交付割合が上昇し、財政調整を通じた負担軽
減が可能になる。
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